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1.は じ め に

 本 モノグラフは，1972年6月 か ら1975年3月 に

わた ってわれわれが実施 したrわ が国産業組織に

おけ る大卒新入社 員のキ ャ リア発達過程』研究 プ

ロジェク トに関 して，そ の後(1982年)に 実施 し

た追跡調査の報告であ る。

 当 該の研究 プロジェク トは， “将来 の管理職”

候補 として企業に採用 された大卒新入社員が， ど

の よ うに して“一人前 の組織人 ”として成長 してい

くのか(或 いはいか ないのか)一 一 彼 らの成長 ・発

達の過 程一一 を理解 す ることを 目的 としていた。

 そ のためい くつかの企業におけ る大卒新入社 員

を対 象 として，彼 らの組 織生活上の変化や 自己成

長 の プロセスを， と りあえず3年 間経 時的に追跡

し観 察す ることが試 み られた。 この研究 プロジェ

ク トの成果 は，す でにいろいろな形 で公表 され て

い る(南 ，1983； 南 ほか，1977； 若 林，1981，19

82；Wakabayashi，1980；Wakabayashi&Mi-

nami，1978； 若 林 ・南 ・佐野，1980；Wakabaya-

shi， et. al.，1980)o

 当該 新入社員た ちのキ ャリア発達 のそ の後 の姿

を明 らかにすべ く，1982年 に追跡調査 を実施す る

ことが企 図 され た。 この追跡調査 では，会社 の人

事記録 か ら各人 の組織 内キ ャリア発 達 の 諸 結 果

(career outcomes)を 示 す情報 を引 き出 し， それ

ら諸結果 が最初 の3年 間 での諸結果 とどの ように

結びつ くのかを検討す る ことが主要 な 目的 とされ

た。す なわ ち，入社後3年 間にわた って蓄積 され

た情報か ら， 当該新入社員 たちのそ の後(入 社後

7年 目)の キ ャリア発達 のあ りようを後付け し説

明し ようとす る試み である。

 本モノグラ フで は まず，初期の入社後3年 間

の追跡調査に関して，その主要な結果を再録しよ

う。この部分は，先に列挙した既発表論文の要約

に基づいている。 とくに，若林 ・南 ・佐野による

「わが国産業組織における大卒新入社員のキャリ

ア発達過程一その経時的分析一」(『組織行動研究』

No.6，1980， 慶応義塾大学産業研究所)が 体系

的な報告を行っているので，詳しくはそれを参照

され たい。

 上 記 に続 いて本 モノ グラフは，1982年 に実 施し

た追跡調査 の結果 を報 告す る。 と りわ け， 入社後

7年 目に起 った役職者(係 長 クラス)へ の昇進 と

い う，組織 内キ ャリア発達 の最初 の大 きな節 目の

通過状 況に つ い て の 分 析結果が詳 し く報 告 され

る。概 要 に つ い て は，本モ ノグラフと並 行 して

すでにい くつかの場で紹介が行 わ れ て い る(若

林 ，1983；Wakabayashi，1983；Wakabayashi，

Minami&Sano，1983)。 本 モノ グラフでは これ

らの紹 介を と りま とめ， よ り体 系的 な整理 が試 み

られ る。

II.入 社 後3年 目まで の追 跡

 前 述 した ごと く1972年 に われわれは，わが国 の

産業組織にお ける 「大卒新入社員J(newcomers)

た ちは， いか なる過程をた どって「一人前 の社 員」

(established members)に な ってい くのかを理解

すべ く，ひ とつ の経時的な調査研究に着手 した。

 こ の研究の 目的は，次 の3つ の質問に答え るこ

とに置かれていた。すなわ ち，

 ① 新 入社員は，いかな る過程をた どって，現

 在 彼 らがあ るよ うな組織上の位置づけに至 るの

 か 。

 ② この過程には どの よ うな要因が作用 して，

 結 果 として彼 らの間にいかな るキ ャ リア発達.ヒ

 の 差異をつ くり出 してい くのか。

 ③ もし前 もってそれ らの要因の存在を知 るこ

 とがで きれぽ，それに よって将来 のキ ャ リア発

 達 の状態 を，各人 について予 測す ることが可能

 とな るだろ うか。

1.研 究のデザイ ン

 上 記 の質問 に答えるため，新 入社 員各人 の会社

生活 を，入社直後 か らと りあえず入社3年 目に至

るまで追跡 し観察す ることが計画 され た。 この追

跡 ・観察の対象 とな ったのは，大卒新入社員本人 と

彼 らの直属上 司のペアーである。 この 厂上司H部

下」 のペアーは 「垂直的二者連環」(vertical dyad

linkage；VDL)と よぼれ(Dansereau， Graen&

Haga，1975；Graen，1976)， 調 査でのサ ソプ リソ
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           図1入 社直後から入社3年 目までの追跡調査

グの基本単位 となった。

 このVDLの あ りよ うが，図1に 示した よう

に，新入社員たちの入社直後から3年 間合計7回

にわたって追跡 ・観察されたのである。

 分析に必要なデータは，毎調査時点 ごと①新入

社員本人に対する質問紙調査，②彼の直属上司に

対する質問紙調査，③採用 ・配置 ・人事考課に関

する会社資料の入手， という3つ の方法により収

集されだ。なお，第1回 目(T')の1972年6月 時

点での調査は，予備調査 として実施されたので分

析からは除かれ，結果 として第2回 目(T2)か ら

第7回 目(T7)ま での合計6時 点での調査結果が

最終的な分析の対象となった。

 図1に 示したごとく，新入社員本人および彼の

直属上司に個別的な面接も実施されたが，これは

基本的には被調査者の置かれた実情を理解し研究

者と被調査者との間に相互信頼を増進させてい く

ことを 目的としていた。したがって，面接におい

ては統計的な分析の対象となるようなデ・一タの収

集は企図されなかった。

2. 被調査者の特徴

 製造業，金融業，流通業に属する大企業3社 を

フィール ドとしてそこでの1972年 度大卒新入社員

を対象に調査が開始されたが，流通業(大 手百貨

店)か ら得 られ たデータが3年 間にわ たるほぼ完

璧 なデー一タ ・セ ッ トを提供 して くれ た。本 モノ グ

ラフに報告す る内容は，すべ て この 「百 貨店 デー

タ」 の分析結果 に もとつ くものである。

 当該百貨店組織で追跡 ・観察の対象 となった新

入社員は全員で85名 であった。彼 らは，①英語，

②小論文，③心理検査(文 章完成法テス ト)からな

る1次 筆記試験 と，2次 試験での重：役面接の結果

に基づき，1972年4月1日 付で採用された新規の

男子大卒者である。

 彼 らは入社時点当時で平均年齢23.6歳 ，88%が

私立大学出身で12%が 国公立大学出身，87%が 文

科系で残 り13%が 理工系の出身 とい う標本特性を

有していた。採用条件は，理工系卒業者が若干高

い初任給を与えられたほかは全員同一で，したが

って採用時点における限 りは，被調査者となった

新人社員たちは非常に均質的な集団を形成してい

た。つまり，採用条件において，新入社員の間)，rY`.

はきわだった内部分化は存在していなかったとい

うことである。彼らは入社後，ただちYYL..合宿とO

JTの 組み合せからなる2ケ 月間の新入社員研修

に入 り，研修明けと同時に正式の配属先に振 り分

けられた。

 予備調査であったところの第1次 調査が実施さ
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職 種
A

表1 職種 ・勤務先別にみた薪入社負の配属先

 支         店

B C D

売

易

飾

告

事

理

計

発

 
 
装

 

磯
開

 

 

内

 

 
 

テ

品

 

 

 

 

 

 

ス

販

貿

店

広

人

経

シ

商

18(17)

0

1 (1)

1 (1)

0 (1)

0

0

0

11(10)

0

0

1 (1)

1(0)

1(1)

0

0

9 (7)

0

0

0

2 (2)

1(1)

0

0

16(15)

0

0

1(1)

0 (1)

1 (1)

0

0

E F

3  (2)   2  (2)

0    0

0     0

0    0

0    0

0    0

0     0

0    0

十
一言

口 20 (20)  14 (12)  12 (10)  18 (18)   3  (2)   2  (2)

本 部 囃

0

0

0

0

0 (1)

0

4 (6)

4 (5)

s(i2)

0

4 (4)

4 (4)

0

0

0

0

0

8 (8)

十彗ロ

59(53)

4 (4)

5 (5)

3 (3)

3 (5)

3 (3)

4 (6)

4 (5)

85(84)

(注)： 数字は入社2ケ 月後に決定された配属先を示す。

  カ ッコ内の数字は3年 目の終 りに確認された人数を示す。

  な お ，85名 中 最終 的 に80名 の デ ー タ が 分析 可 能 な有 効 デ ー タ とな っ た 。

出所 ：若 林 ・南 ・佐 野 ，1980，P・22.

れたのは，入社2ケ 月後のこの正式配属の直後で

あったが，85名 の新入社員はこのとき，表1に 示

したような配置についていた。表から明らかなと

お り，大部分(約80%)の 新入社員は各支店での

販売(大 多数の店内販売 と数名の外商)の 仕事を

当該組織における最初のキャリア ・ジョブとして

持つ ことになった。理科系 ・技術系新入社員は専

門に合わせてデザイソ， コソピューター(シ ステ

ム部)， 商品開発・テス ト等の分野に振 り分けられ

ていた。会社側の説明によると，配属先の決定は

本人の希望(勤 務地の選択をも含めて)と 会社の

都合の折 り合ったところで，各人について決定さ

れたとい う。

 なお表1か ら，新入社員の配属先は3年 間でほ

とんど変化していないことが見てとれよう。移動

は多く行われたが，それらは表1に は 表 わ れ な

い部内でのローテーショソが大部分であった。ま

た，われわれの研究期間であった3年 間(1972年

6月 ～1975年3月)で1名 が会社を去 ったのみで

あった。残 り84名中，最終的には80名 のデータが

3年 間を通 した有効データとして分析可能 となっ

た。

3.仮 説とそれを検討するためのデータ

 以上に概略した追跡砥究プロジェクトにおける

われわれの問題関心は，「産業組織 における個人

のキ ャ リア発達の諸結果(career outcomes)を 予

測す る要因は何か」 とい う問いに答えて，次の よ

うな3つ の仮説へ と置 きかえ られた。

(1)潜 在 能力仮説(potential hypothesis)

 入 社 時 に潜在能 力が高 い と評価 され た新入社員

グループは，潜在能 力が低 い と評価 された グルー

プY'比 べ て， よ り高度 な組織環境へ の適応を示

し，結果 と し て 役割活動 の重 要 な諸側面(例lam .

ば ， 対人関係 ・職務行動 ・業績評価 ・職務満足，

等 々)に おいて， よ り高水準の成果を3年 間一貫

して示すだろ う。

(2)垂 直的 交換 関係仮説

   (vertical exchange hypothesis)

 入 社 初年度 にお いて，直属上 司 との対人的関係

を通 じて高 い レベルの役割期待 の交換 と役割 自由

度 とを経験 した新入社員 グル ープは，そ うでなか

った グル ープに比べ て， より高度 の役割獲得を達

成す る結果 として，職務行動 ・組織へ の コミヅ ト

メン ト・職務満足 ・業績評価， hに おいて， よ

り高い水準の成果を示すだろ う。

(3)幻 滅 仮説(disillusionment hypothesis)

 入社 の初年度において強い幻滅経験 を味わ った

新 入社 員 グル ープは， この経験 がそれほ ど強烈 で



なか った グル ープに比べ て，職 務行動 ・組 織へ の

コ ミットメソ ト ・職 務満足 ・業 績評 価，等 々にお

いて大 き く後退 した発達 の軌跡 を示す だろ う。

 第1の 「潜 在能 力仮説」 は， アセス メソ ト ・セ

ソター方式 に基づ く管理者 の選抜 と育成 に典型的

にみ られ る ように，組織 における個人 のキ ャ リア

発達過程 を基本的 に「個人的要因」す なわ ち個人 の

潜在的 な可能性 か ら説 明し ようとす るものである

(Korman，1968；Dunnette，1971；Finkle，19

76)。 ア セス メソ ト・センター方式 を用 いた潜在能

力の評価 に基づ いてキャ リア発達過程 を成功裏に

予測 した研究 としては，Brayら に よるAT&Tで

の研究(Bray&Grant，1966；Bray， Campbell

&Grant，1974)やHinrichsに よ るIBMで の

研究(Hinrichs，1969，1978)が きわだ ってい る。

 第2の 「垂直的交換関係仮説」は，個人的要因

よ りは組織におけ る 「対人的環境要因」を重視す

す る。すなわ ち，キ ャ リア発達 の初期段階におけ

る上司 との 緊密な垂 直的交換関係(vertical ex・

change relations)の 形 成が，そ の 後 の キ ャ リ

ア発達 の決定的な要因 と考え る立場であ る(Dan-

sereau， et. al.，1975；Graen，1976；Graen &

Cashman，1975；Graen， Orris，&Johnson，

1973)。 こ の仮説は，上 司 との良好 な交換関係が，

部下であ る新入社 員が 自己の役割を定義づけ確立

してい くにあた っての必要 な諸hの 資源(知 識，

ノウハ ウ， 情報 ， フ ィー ドバ ック， 援助， 支持

な ど)と 動 機づけ(高 い達成基 準， 努力， コ ミヅ

トメソ トな ど)を 入手す るパイ プの役割を果 して

いる点 を強 調する。

 第3の 厂幻 滅仮説」 は，新入社員 が入社直後 に

経験 す る幻 滅感(disillusionmentな い しdisen・

chantment)の 程 度が，その後の組 織生 活で 新入

社 員が生 き残れ るか どうか を規定す る点に焦点 を

当てている。 この幻滅感 の経験は，通常，新入社

員が入社直後 に経験す る組織 の現実(reality)が

彼 らが入社前 に抱 いていた期待(expectation)と

は程遠 いものであるが故に，新入社員は多かれ少

なかれ 「現実 シ ョック」(reality shock)を 受 けざ

るを得 ない ことか ら由来す るものと考 えられ てい

る(Dunnette， Arby&Ballas，1973；Porter，
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Lawler&Hackman，1975；Schein，1964，1968，

1971；Wanous，1973，1976，1971)o

 幻 滅 経験 とは逆に，入社直後の組織環境への適

応 がス ムーズに進 み 「心理的成功」(psychological

success)経 験 を得 ることに よって，その後のキ ャ

リア発 達が促進 され る事例がい くつ か 報 告 さ れ

ている(Argyris，1957；Berlew&Ha11，1966；

Hall&Nougaim，1968；Hall，1968)。 心理 的成

功経験 は幻滅経験 の対 極にあ るもの と考.'Z..られ る

が， このポ ジテ ィブな組 織経験 は，初期のキ ャ リ

ア・ステ ージでの 「職務挑戦」(job challege)の 経

験や 「組織社会化」(organizational socialization)

の経 験か ら発す るものであるこ とが近年多 くの論

者に よって指摘 され てきている(Hal1，1976；Katz，

1977，1978；Schein，1978；Van Maanen，1976，

1977；Wanous，1980)0

 以 上3つ の仮説をめ ぐる より詳 しい論議は別 の

機会に譲 るが， これ ら3つ の仮説 に係 る基 本 的

問題点 に つ い ては， さしあた りWakabayashi

(1980)： お よ びWakabayashi&Minami(1978)

を 参 照 されたい。

 組織における個人のキャリア発達の規定要因に

係る上記3つ の仮説を経験的に吟味するため，表

2に 示 したようなデータの収集が行われた。表か

ら明らかなとお り，質問紙を通して新入社員本人

と彼の直属上司から多くの資料が収集され，それ

に基づいて仮説検証のための変数が構成 された。

それぞれの変数の詳 しい内容については，若林 ・

南 ・佐野(1980)お よびWakabayashi(1980)を

参照されたい。

 変数は，キャリア発達の「予測変数」(predictors)

と 「結果変数」(criteria)の2つ に大別される。

予測変数は3つ の仮説に対応した①潜在能力(会

社記録データよ り作成)， ②垂直的交換関係，③

役割幻滅の3つ であ り，これ ら以外はすべて結果

変数の取 り扱いを受ける。

 仮説検証 の た めに，次のような3つ の分析 デ

ザイソが構築された。すなわち，①採用時点で測

定された新入社員本人の潜在能力は，入社後3年

間にわたるキャリア発達の種々の結果変数をどれ

だけ予測できるか。②入社1年 目に新入社員が彼
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資 料 の 出 所 (質問の項目数)「 次…一

●質問紙

 (新入社員本人) 1
.組 織 へのコミット

   メン ト

 2.役 割 幻 滅

 3.職 務 欲 求(受 領)

 4.職 務 欲 求(希 望)

 5.職 務 問 題(頻 度)

 6.職 務問題(深 刻さ)

 7.垂 直 的 交換 関係

 8.職 務 満 足

 9.職 務 挑 戦

 (直属上司)

 10，職 務 遂 行

 11.成 功 可 能 性

 12.職 務 欲 求(供 給)

 13.職 務 欲 求(需 要)

 14.垂 直 的交換 関係

 15.職 務 満 足

 16.職 務 挑 戦

●面  接

●会社での記録

(16)

(19)

(17)

(i7)

(33)

(33)

(11)

(1)

(ao)

(9)

(3)

(17)

(17)

(11)

(1)

(20)

表2 資料の出所と収集スケジ3””ル

         追  跡  調  査  時  点

(6∠72L轟L醗L騰 . ld蹴1騰
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D

D
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D

D

D

D
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×

×

×

×

×
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×

×
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×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

 

×

×

×

×

×

×

×

×

×

D

×

×

×

×

×

×

D

一ク 次 一

(3/75)

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

 
 
×

(注)：Dは ，その調査時点のあいだに，当該事項の測定法が検討 ・開発されたことを意味し，×は，資料が実際に収  集
されたことを意味し，一は，資料収集が実施されなかったことを意味する。

  質問紙の8お よび15の 「職務満足」の測定は，第7次 調査時点のみ，7項 目によってなされた。
出所 ：若林 ・南 ・佐 野 ，1980，p.26.

の直属上司との間で経験した垂直的交換関係の高

さは，その後のキャリア発 GY関する種々の結果

変数をどれだけ予測できるか。③入社1年 目に新

入社員が経験 した役割幻滅の強さは，その後のキ

ャリア発達の hの 結果変数をどれだけ予測でき

るか。

 以下に，これ ら3つ の仮説を吟味した主要な結

果を概観しよう。

4.仮 説 の検証

(1)潜 在能力仮説

 われわれの研究において潜在能力の測定は，採

用に際して会社が施行した入社試験結果から得 ら

れたデータに基づいてなされた。前 述 し た ごと

く，入社試験は2段 階で行われていた。まず文章

完成法テス ト・小論文テス ト・英語力テス トの3

つのバ ッテ リーにより第1次 選考が行なわれた。
ついで第1次 の合格者に対 して重役面接が実施さ

れ，これによって最終的な採用決定が行われた。

 以上のテス ト結果か ら，次のような4つ の能力

尺度がひきだされた。①文章完成法テス トの結果

か ら・ 「精神的分化度」(mental differentiation)

と呼ぼれる一種の知能または “頭の良さ”に関す

る尺度が生み出された(佐 野ほか，971)。 当該テ

ス トの専門家の診断結果にもとづき，新入社員各

人の精神的分化度が4段 階で評定された。②小論

文テス トはエ ッセイ ・タイプの作文テス トで，や

は り4段 階で評価された。③英語力テス トは100

点を満点 とした評価があたえられていた。④面接

は5人 の重役によって行われ，面接者は5人 共同

で，各新入社員をAか らDの4点 尺度を用いて総

合評価していた。



表3

 総合的潜在能力尺度と，その構成婁素となった

 採用時諸テス ト・バッテ1丿一との相関関係(n=80)

          一 次 試 験  二次試験
尺 度 鞭

小論文 嘉 厭 『

精 神 的 分 化 度(文章完成法
テスト)

小  論  文

英     語

面 接(重 役面接)

.35

.17

.29

.35    .17    .29

.38

.48

.38

.59

0
0

Q
ゾ

4

PO

総 合 的 潜 在         .56    .77    .74    .81錘
_カ ー 尺 一度

(注)： 相 関 係 数 はY≧.22で あ れ ぽ5%水 準 で ，r≧ ：.28で

   あれ ば1%水 準 で有 意 。

出 所 ：若 林 ・南 ・佐 野 ，1980，p・31.

 上記の4尺 度での得点を標準化し，その平均を

求めることによって総合的な潜在能力尺度が構築

された。表3は ，この総合的潜在能力尺度と4つ

の個別的能力尺度 との相互連関を相関係数によっ

て示 したものである。総合的尺度が各個別的側面

を良く代表 していることが見てとれよう。総合得

点は，面接結果 と特に強い相関(y=.81)を 示 し

ている。分析においては，この総合的尺度が，潜

在能力が高ければ高いほ どキャリア発達 も高いレ

ベルで推移する， という潜在能力仮説検証のため

の予測手段(predictor)と して用いられた。

 ●潜在能力が 「職務遂行」に与える効果

 新入社員たちは，総合的潜在能力尺度での得点

に基づいて，潜 在 能力が 「高い」(27名)， 「中位

い」(29名)， 厂低い」(24名)の3つ のグループY'

分けられた。これらグループ間でのキャリア発達

の差異が新人社員本人たちが報告したデータに基

づいて検討された。分析の結果は，仮説の予測に

反して，潜在能力の効果を否定する も の で あっ

た。すなわち，入社時において 「高い」潜在能力

の所有者 と評価されたグループは，潜 在 能 力 が

「低い」ないしは 「中位い」 とみなされたグループ

に比べて，入社後の 「組織へのコミットメント」

「職務問題」「職務欲求」等h， 新入社員本人の報

告になるすべての結果変数において何 ら有意な差

異を示さなかったのである。

 これに対し，上司の評価に基づ く新入社員たち

の 「職務遂行」や 「成功可能性」には明確な潜在
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炭裾1

36

35

務34

遂

 33

行

32

31

!

「高 い 」ゲ ル ー プ(N二27)

1「中 位
い 」の グル ー プ(N=29)

'丁

低 い 」グ ル ー プ(N=24)

 30

 i  .一__，  ..L ._一   一.

 2次+3次  4次   5次   r次   7次

 (1年 目)     (2 '：冂)        (3{詳 口)

   qlい夢〒： イ 、{ ・薜1・ i/1：9r， 1t)8(1， P. !19，)

図2 「潜 在 能 力 」 に 基 づ い て 区 分 され た 新 人 社 員

  ゲ ル ー プ ご と に み た 「職 務 遂 行 」 の 推 移

能力の効果が見い出された。

 図2は ，入社試験の際に評価された潜在能力が

「低い」とされたグループでは，上司による 「職

務遂行」評価が3年 間一貫して最低水準となって

いることを示している。とくに，このグループの

6次 から7次 にかけての評価の落ち込みには著し

いものがある。何故にこのような急激な変化が生

じたのかは，われわれの研究の範囲では必ずしも

明確な説明を与えることができない。しかし同じ

時期に，潜在能力が 厂高い」お よび 「中位い」の

グループはともに，多少の変動はあるものの基本

的にはともに安定した職務遂行評価が与xら れて

いる点を考慮するとき，図に示されたような潜在

能力が 「低い」とされた新入社員たちの入社3年

目での姿には非常に興味深いものがある。

 上司は自分の部下である新入社員の入社試験の

成績Y'つ いてはもとより知らされておらず，まし

てやいまわれわれが問題としている，潜在能力に

基づ く新入社員たちのグループ分けなどは， とう

てい彼らの関知するところとはなっていない。 し

たがって，上司による評価が，新入社員本人に関
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す る何 らか の事前評価(入 社試験 の成績やそれに

もとつ く社 内の噂，等)に よって歪 め られ て し

まった可能性一 一す な わ ち 「基準変数 の 汚染」

(criterion contamination)一 一は無 視 し得 る範囲

の ものであ る， と考えて よいだろ う。それ故，図

2に 示 された結果 は，潜 在能力の違 いに よって新

入社 員本人 の職務 行動 に まず何 らかの差異 が生 み

出 され ，その差異 が 日常 の観察 を通 じて，上 司に

よ り捉 え られ評価 され たその結果 と，純粋 に仮説

どお り受 け とめて よいだろ う。

12

成

功11

可

能

性10

       「高い」グル ー フ。(N=27)潮
「中 位 い 」の グ ル ー プ(N=29)

           厂
     「低 い」グル ー プ(N=24)

  

 {_，一._.一 一一.一L__ 1一 一... L_ .一一一L

 2次+3次  4次   5次   6次   7次

 (1年 目)     (2孟1三目)        (3イi…1.1)

  (出所：若林 ・南 ・佐野 ，1980，P.50)

図3 「潜 在 能 力」 に基 づ い て 区分 され た新 入 社 員

  ゲ ル ー プ ご と にみ た 厂成 功 可 能 性 」 の 推 移

 図3は ，上司によって評価 さ れ た 新入社員の

「成功可能性」の3年 間の推移である。各調査時

点で，上司は部下である新入社員を 厂この会社で

の成功」「ライソ管理者 としての成功」「スタッフ

専門職としての成功」の3つ の観点から5点 尺度

を用いて評定した。図3の 成功可能性の指標はこ

れら3つ の得点を合計したものであるが，結果は

図2の 職務遂行と同様に潜在能力の効果を明瞭に

物語 っている。

 ●その他の事実

 会社の人事記録からも，キャリア発達の結果を

示唆するい くつかのデータが収集された。これら

のデ ータとも潜在能力尺度は一貫 した有意な相関

関係を示 した。

 第1は ，会社 側が独 自に行 った人事考課 との関

係であ る。総 合考課得点(3年 間の平均)と 潜 在

能力 との相関は，y=.24(p<.05)と ゆ るいなが

らも有意な結果を示 した。 第2は ，会社 が3年 目

の終 りに実施 した多面観 察評価(佐 野，1976； 佐

野 ・槙 田 ・関本，1970； 佐 野 ・槙 田 ・若林 ，1981)

と潜 在能 力 との関係 であ るが，両者はr=.26と

有 意(p<，05)な 相 関 を示 した。第3は ，3年 目

の下半期に支給 された ボーナス の額 と潜在能力 と

の関係であ る。両者の相関は プ=.30(p<.01)と

有 意な結果を示 した。

 以上 の事 実は，入社 時に評 価 された本人の潜 在

能力の指標が，入社後3年 間，会社 側に よって記録

され たキ ャ リア発 達の諸結果(人 事 考課，多面観

察評価，ボーナス)を ，ゆるいなが らも一貫 した有

意 な姿 で予測 した こ とを意 味す る。 ちなみ に，潜

在能力 と職務遂行お よび成功可能性 との相関は，

第7次 の調査時点でみ ると，それぞれr=.38，r=

・39と 有 意に高い(ρ<.01)。 これ らの結果 か ら，

潜在能力指標は，本人 の態度 ・感情 ・認知 とい っ

た “ソフ ト”な結果変数 よ りも，人事考課や業績

評 価 とい った よ り “ハ ー ド”な結果変数(Smith，

1976)を よ りよ く予測す るものであ る， と結論す

ることがで きよ う。

 な お，3年 目の終 りの時点 では，基本給 と昇進

レベルにおいては3グ ルー プの間に分析可能 なほ

どの差異は まだ生 じていなか った。それ故， キ ャ

リア発達上 もっ とも興味 のもたれ るこれ ら2変 数

については， この段階では分析 の対象 とす ること

がで きなか った。 これ らの変数については，その

後の(入 社7年 目での)追 跡デ ータを使用 して詳

しい検討が加え られ る。、

(2)垂 直的交換関係仮説

 ここで問題とする垂直的交換関係とは，操作的

には，新入社員本人の役割(role)の あり方をめぐ

って 「新入社員本人H上 司」間での期 待 の交 換

(結果としての期待の一致)と，そのもとで新入社

員本人に与えられている行動の自由度とを意味し

ている。具体的には，新入社員自身 の 目か らみ
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て，彼の上司が新入社員本人の 「能力や持ち味」

 「要望や問題」を理解している程度，仕事の上で

本人に 「自由裁量」や 「全力投球」を許す度合，

本人に対して 「期待」や 「柔軟性」や 「援助」を

提供する度合，などに関する11項 目が4点 尺度に

よって測定された。これら11項 目での得点が合計

されて垂直的交換関係尺度が構成された。

 先に述べたとお り，われわれ の仮説では，「入

社初年度」における垂直的交換関係の影響力が問

題とされている。この仮説の含意を具体化する方

策として，入社1年 目に相当する第2次 と第3次

調査での垂直的交換関係の得点が平均され， この

.平均得点が予測変数 として用いられることになっ

た。同様な手続きは，上司につ い て も適用され

た。しかし，仮説検証の指標 としてとりあげ られ

たのは，新入社員本人の報告に基づいて構成され

た1年 目の交換関係指標であった。

 ●垂直的交換関係の経時的安定性

 垂直的交換関係仮説は，1年 目内での上司との

交換関係が高 けれぽ高 いほ ど結果変数 の値はそ の

後一貫 して高 い水準 で推移す る， とい う予測をわ

れわれに与 えてい る。 まず， 「垂直的交換関係」

そ のものが1年 目以降 どのよ うに変化 してい るの

か，を確認 してお く必要があろ う。すなわち，1

年 目の交換関係に もとつ くグル ープ分けが同 じ関

係 の上でそ の後 どれ ぐらい 明瞭に維持 されてい る

か一 「経 時的安定 性」(stability over time)一一 一・

についての確認であ る。

 図4は ，1年 目の交換関係が 「高い」(28名)，

「中位 い」(29名)， 「低 い」(23名)と され た3つ の

グル ープが， それ以降4次 か ら7次 まで， 同一 の

垂直的交換 関係において依然 として明確 な グルー

プ差 を保 っている ことを示 している。4次 以降，

「低い」 グル ープが 「中位い」 グル ープに接近 し，

両者 の巾が縮少 してきては いるものの，垂直的交

換関係 でのグル ープの差は3年 間一貫 して明瞭に

存在 してい る， と考えて よいだろ う。言 うまで も

な く， この差異は 厂1年 目の交換関係」に よって
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「中 位い」の グルー プ(N=29)

.一一一

「低 い」グルー プ(N=23)

 τ⊥. 一 L    L一_._一__■1

 2次+3次  4次   5次   6次   7次

 (1年 目)   (2年 目)     (3年 目)

   「由i1序・⇒4∫駄・南・〃F聯  1980， P.42)

図4 「1年 目の垂直的交換関係」に基づいて区分

  された新入社員ゲループごとにみた 「垂直的

  交換関係」の推移
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 381一

          「低 い」グルー プ(N=23)
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 2次+3次 鹽 4次   5次   6次 ，  7次

 (1年 目)   (2年 目)     (3年 目)i

   (出所・若林・囓南・佐野，1980、P.43)

図5 「1年 目の垂直的交換関係」に基づいて区分

   された新入社員ヴループごとにみた 「組織へ

  の コミットメン ト」の推移
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規定 されてい るのであ る。

 ● 垂直的交 換 関 係 が 厂組織への コ ミッ トメン

   ト」 と 厂職務 遂行」 に与 える効果

 図5は ，新入社 員たちの 「組織へ の コ ミッ トメ

ソ ト」 が，1年 目の交換関 係に よって3年 間 どの

ように規定 されたかを 明瞭 な形 で示 している。す

なわ ち，入社1年 目に上 司との間 で 「高い」交換

関係を経験 した グル ープは，その経験を通 じて高

い組織への コ ミヅトメソ トを抱 くよ うにな り， し

か もこの 組 織 へ の コ ミッ トメソ トは，3年 間一

貫 して高い水準で保持 されてゆ く。

 この グループ と対極 にあるのが，入社1年 目に

 「低 い」 レベルでしか上 司 との交換関係 を経験 で

きなか った グループである。彼 らの組織へ の コミ

ットメソ トは，出発点で の低 さに もかかわ らず，

その後 さらに落ち込む傾向 さえ見せてい る。 しか

し， この低落傾 向には3年 目で 蜘Eめ が か.か り

(言いかえれば， コ ミットメン トが低下 しつづけ，

つ いには会社を去 る， とい う最悪 の事態に至 る前

に)， 序hに 回復 してゆ く。 に も かかわ らず この

グル ープが，3年 間一貫 して，最 も低い組織への

コ ミットメン トを経験 した とい う事 実には変わ り

がない。

 組 織へ の コ ミッ トメソ トに 加x， 「職 務欲求」

(新入社 員が職務上の諸欲求を充足す る 機 会 を上

司か らどの程度 厂受領」 しているか， またそれ ら

を どの程度 厂希望」 しているか)， お よ び 「職務

問題」(職 務遂行上や組織生活上 で新 入 社員が経

験 してい る諸問題 の 「頻度」 と 「深刻 さ」)の2

つ が，新 入社 員本人か らの報告に基づいて分析 さ

れ た。分析結果 の詳細はWakabayashi(1980)お

よび若林 ・南 ・佐野(1980)に 譲 るが，基 本的 に

はすべて 厂1年 目の交換 関係」 の効果 を支持す る

ものであった。

 と ころで，高い組織への コ ミッ トメン トを維持

して きた 「高い」交換関係 グル ープは，果 して ど

れだけの 「職務遂行」を成 し遂げて きたのかは興

味の持 たれ るところであ る。図6は ，上司たちに

よって評価 され た，新 入社 員たちの 「職 務遂 行」

の3年 間 の推移 を示 したものである。 図か ら明 ら

か な とお り，入社1年 目に上 司 との 「高 い」交換

関係を経験 した グル ープは，ほかの グル ープに比

37

職36

務35

家
一

行34

33

32

「高 い」グル ー プ(N=28)

「中位 い」の グル ー プ(N=29)

「低 い」グルー プ(N=23)

 3ユ

  τ一.一_…._L一 一_ 1一.._L_..._一L 
2次+3次  4次   5次   6次   7次

 (1年 目)   (2年 目)     (3年 目)

   (出所：若林・南・佐野，1980，P，45)

図6 「1年 目の垂直的交換関係」に基づいて区分

   された新入社員ゲループごとにみた 「職務遂

  行」の推移

べ，3年 間一貫 して(こ の間にしばしば上司が変

更 されたにもかかわ らず)高 い職務遂行評価を受

けつづけている。 これに反して，「低い」 交換関

係 グループでは，1年 目の上司との制限された交

換経験は，その期内で，直接的に本人の職務遂行

に影を落しているのである。このグループでは，

新入社員たちの職務遂行は出発点か らハソデ ィキ

ャップを負 うことにな り，時間の経過とともにそ

れが重 くのしかって くる(と くに6次 以降)傾 向

すら見てとれる。

 以上の結果に加え，「高い」交換関係グループの

上司たちは，①部下である新入社員がほかのグル

ープに比 し有意に高い 「成功可能性」を持ってお

り，②上司みずからもやは り高い 「交換関係」を

新入社員に許し，③より多 くの 厂職務欲求」と，

④ 厂職務挑戦」を新入社員本人に対して供給して

いる，と報告していた。

(3)幻 滅仮説

 この仮説のもとでは，入社1年 目の組織生活の



結果 として，新入社員が “この会社をやめてしま

いたい” という幻滅感を強 く抱 くようになればな

るほど，その後の彼の組織生活はますます貧弱な

ものとなってゆ く， というシナリオがテス トされ

る。

 幻滅感の測定には19項 目か らな る尺度が用い

られたが，最終的には役割内容に関係した9項 目

(決定参加の機会，権限委譲，仕事 の 面白さ，専

門的知識が学べる機会，など)が 利用された。新

入社員たちは，これら9側 面について 厂この会社

をやめたい」(1点)と い う気持を自分に起こさせ

ているのか，それ とも「この会社にずっといたい」

(7点)と い う気持を起こさせているのか，7点 法

で評定することが求められた。予測のための幻滅

指標は仮説にしたがって，1年 目に相当する第2

次と3次 調査での得点を平均化する こ とに よ っ

て構築された。 この 「1年 目の幻滅」得点に基づ

いて新入社員たちは，幻滅感が 厂高い」(24名)，

「中位い」(30名)， 「低い」(26名)の3グ ル・一プ

に分割された。

48
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幻44

滅42

感40

38

36

34

「低 い 」グル ー プ(N=26)

「中 位 い 」の グ ル ー一プ(N=30)

ノ/
「高 い 」グル ー プ(N=24)

3t

一_.ユ.一 一__ 、_._」
 2次+3次  4次   5次   6次   7次

 (1年 目)   (2年 目)     (3年 目)

  (.；1{e'i：VVak<zbaynshi， 1980， P. IG2)

図7 「1年 目の 幻 滅 感 」 に 基 づ い て 区 分 され た 新

  入 社 員 グ ルー プ ご とに み た 「幻 減 感 」 の 推 移
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 図7は ， これ ら3つ のグループが3年 間 どのよ

うに推移 したか を示 している。図か ら明らか なと

お り， グループ間 には3年 間を通 して一：貫して明

確 な差が維持 さ れ て い る。す なわ ち，幻滅感 の

「高い」 グル ープでは，“会社 をや めたい”(低 い

得点)と い う気持が，それが 「低い」 グル ープや

「中位い」の グル ープに比べて，3年 間根強 く続

い てい ることがわか る。 しか し， この グル ープ格

差は3年 目の終 りには著 し く縮 まってい る。

 図8は ，1年 目の幻滅感に基 づ く3つ の グル ー

プが3年 間を通 じて受領 した職 務 欲 求 の うち，

「上 司か らの支持」 の推移 を示 した ものであ る
。

図に よれぽ，新入社 員が3年 間 を通 じて受領す る

ことにな る上 司か らの支持 は，彼 が入社初年度 に

経験 した， 自分 の役 割に対す る幻滅感 の水準 に よ

って有意 に規定 され る。す なわ ち，役割幻滅 の度

合 が 「高い」 グルー プは，ほか の2つ の グル ープ

に比べ て，終始一貫 して最低水準 の 「上 司か らの

支持」 しか受 け取 っていないのであ る。 とい うこ

とは，組織 で最初に ま か さ れ た 自己 の役割が，

22
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司20
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支18

廷

X
鏨16

14
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∴ご
                 討

「高 い」グル ー プ(N=24)
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 ，rL」___L_._.」..._一.__.L

 2次+3次  4次   5次   6次   7次

 (ユ年 目)   (2年 目)     (3年 目)

  (出所：若林楠 ・佐野，15380，F'・.47)

図8 厂1年 目の幻滅感」に基づいて区分された新

  入社員ヴループごとにみた 「上 司 か らの支

  持」(受 領)の 推移
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決定参加 ・権限 ・仕事そのものの内容といった側

面で “会社をやめてしまいたい”と思 うほどに貧

弱であった場合，新入社員はやる気を喪失し，そ

れに呼応す るかたちで上司からの支持 も低下 して

くる， という経過を図8は 示唆 しているといえよ

う。言いかxれ ば，図8は ，入社1年 目でや る気

をくじかれることが，その後 「上司からの支持」

を受領する局面でいかにマイナスの効果を新入社

員に与えているかを物語っている， とみることが

できる。

 図8と 基本的に同一のグループ格差のパターン

が新入社員本人の報告に基づ くほかの結果変数の

分析からも得られている。すなわち，1年 目の幻

滅経験が 「高い」 グループでは，ほかの2つ のグ

ループに比べ，① 「組織へのコミットメント」は

より低 く，② 「職務問題」を経験する頻度はより

高 く，③上司との 厂垂直的交換」の レベルも低下

していることが見い出された。

 しかしながら他の結果変数についてみると，予

測に反し，1年 目の幻滅感は，職務遂行や成功可

能性など上司が報告したデータをはじめ，人事考

課やボーナスなど会社資料から引き出されたデー

タとも，何ら一貫 した関係を示さなかった。この

結果は，入社1年 目の幻滅感の効果が，垂直的交

換関係や潜在能力の影響力に比べ，比較的限定 さ

れたレベル(新 入社員本人の意識や態度への影響

だけ)に留まっていることを示唆するものである。

皿[.「 潜在能力」と「垂直的交換関係」の

   相互作用の結果と してのキ ャリア

   発達

1. 予測変数間の独立性および相互連関

 以上の要約を通して，潜在能力 ・垂直的交換関

係 ・役割幻滅の3つ の要因が，当該百貨店組織に

おける大卒新入社員の最初の3年 間のキャリア発

達を規定する要因として，それぞれ独自の効果を

持っていることが述べ られた。とりわけ，これら

3要 因の うちでも潜在能力と垂直的交換関係の2

つが， より一貫した予測力をもつことが示唆 され

た。また，「潜在能力」「1年 目の交換関係」 「1

年 目の幻滅感」の3つ の予測変数の間には何 らか

の相互連関があ り，したがって，これら3変 数の

からみ合い(相 互作用効果)と して当該新入社員

たちのキャリア発達を理解すべきではないか，と

い うことが示唆された。

 そこでまず，これら3変 数の独立性ないし相互

連関を明らかにするため，偏相関分析の手法を用

いて，ある特定の変数が他の2変 数をコソトロー

ルした場合，結果変数に対 しどれだけ独 自の効果

を与えているかが吟味された。 この偏相関分析の

結果の詳細は若林・南・佐野(1980)お よびWaka-

bayashi(1980)に 譲るが，主要な部 分 を再録す

れぽそれは以下の5点 に要約される。

 ①他の2つ の変数の影響力をコソ トロールした

場合，「1年 目の幻滅感」は，組 織 へのコミット

ソトに対してのみ独自の影響力を示した。この影

響力は 「1年 目の交換関係」や 「潜在能力」の如

何によって何ら左右されない。

 ② 厂1年 目の交換関係」は，組織へのコミヅト

メソトを除いたすべての結果変数に対 し広範な影

響力を示していた。 この影響 力 は，「1年 目の幻

滅感」や 「潜在能力」の影響を越えた独 自なもの

である。

 ③ 「潜在能力」は他の2つ の変数とは関係がな

く，独自の強い影響力を職務遂行やハー ドな結果

変数に対して示していた。

 ④幻滅感と交換関係の間での相互影響過程の方

向は，交換関係→幻滅感にあ り，その逆ではあ り

えない。すなわち， 「1年 目の幻滅感」は，3年

間を通じて，垂直的交換関係に何ら独自の影響を

与えていない。しか るに，「1年 目の交換関係」

は，その後の垂直的交換関係と幻滅感の両方に独

自の影響力を与えていたのである。

 以上の結果から，問題とした3つ の要因に限定

してみる限 り，当該新入社員たちの3年 間にわた

る組織内キャリア発達の諸結果は，「1年 目の垂直

的交換関係」 と本人の 「潜在能力」の2要 因の持

つ独自の影響力によって，その大部分がある程度

説明され うるものと結論づけることができよう。

 Dunnette ら (1973)やSchein (1973，1976，

1980)の 研究によれぽ，幻滅感は，新入社員が入

社以前に組織やそこでの自己の役割に対して抱い

ていた 「期待」の水準と，彼が入社後に経験した



 「現実」 とのギャップの関数 として定義されてい

る。すなわち，入社前の期待が大きく入社後の現

実が貧弱であれぽあるほど，それだけ幻滅感 も大

きくなるということになる。われわれの研究では

新入社員たちが経験した現実の一端，すなわち，

上司との垂直的交換関係が幻滅感に独自の影響を

与えている点は明らかにされた。しかし，入社以

前に彼らが抱いていた期待の水準に関するデータ

は入手されておらず，残念ながら期待の水準が幻

滅感に及ぼす独自の効果を明らかにすることはで

きなかった。だが，“現実”要因で あ る垂直的交

換関係の効果を取 り除いてしまうと，幻滅感独 自

の説明力はごく限 られたものとなってしまった。

この事実は，入社前の期待の持つ独 自の効果は，

ごく限定された範囲(例 えば，組織へのコミヅト

メソ ト)に しか及ぽないのではないか，とい うこ

とを示唆する。

 われわれの研 究 で は，潜 在 能 力 はKorman

(1969)に な ら っ て，「一般的 適合性」(general

adequacy)と 解釈されている。 Kormanは ，アセ

スメン ト・セソター方式で評価される潜在能力と

は 「人が複雑な環境におかれたとき，その中で機

能していくことを可能にせしめる各人の一般的適

合性の水準である」と指摘した。しかし，われわ

れの分析の結果は，潜在能力は職務遂行を中心と

した新入社員に対する上司の評価やハードな結果

変数に対 しては有意な影響力を持 っているが，新

入社員本人の満足感 ・態度 ・職務状況の認知など

に関しては何 らの効果 も与えていないことを明ら

かにしている。この結果は，潜在能力を新入社員

本人の組織環境への一般的適応能力，とする上述

の解釈と一致しない。与えられた結果をふまえた

より整合的な解釈は，潜在能力は結果変数の一部

にしか影響力を及ぼさない，とする 「部分的適合

性」(partial adequacy)仮 説でなけれぽならない

だろう。

 一般的適合性を想定する場合，潜在能力が高い

新入社員は，組織環境への高度の適応の結果とし

て，潜在能力の低い新入社員と比べて，やる気 ・

一体感 ・満足感が高まり
，上司の評価もそれだけ

高 くなることが予測される。しかし，われわれの

分析結果は，この予測を許す ものとはなっていな
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い。言い か えれぽ，「やる気 ・一体感 ・満足感が

高ま り，それだけ上司の評価も良くなる」ために

は，潜在能力は単なる一つの条件でしかない。す

なわち，潜在能力が文字 どお り潜在的な能力とし

て終らず “実力”として開花するためには，潜在

能力を現実の職務行動に転化せしめる他の何 らか

の条件(例 えぽ，「上司⇔部下」間で の 良好な垂

直的交換関係)が 必要であろう， ということであ

る。

 ところで，われわれが垂直的交換と名づけた新

入社員と彼の上司との間の対人的関係は，役割期

待の交換と役割自由度の2つ の側面によって特徴

づけられている。高い レベルの垂直的交換関係と

は，新入社員が援助 ・理解 ・配慮 ・支持 といった

個人的(対 人的)サ ービスを上司から期待でき，

かつ 自己の職務において広い範囲の自由裁量を許

されている，とい う新入社員本人の役割状況を意

味している。言いかえれば，このような役割状況

のもとでは，新入社員は自己の役割を自ら開発し

発展させてゆ く自由裁量の幅をより広 く与xら

れ，そのために必要な理解や支持といった対人的

資源をより多く上司から期待できることになる。

 高い目標 と期待を持って入社した新入社員たち

に とって，入社1年 目に上記のような良好な 「上

司H部 下」関係を経験することが，その後，新入

社員本人の仕事への動機づけや成長のためにいか

に重要なものとなるかは，ここで改めて強調する

までもないだろ う。入社1年 目の上司との良好な

交換関係は，新入社員が組織の中で自己の役割を

自ら開拓 し充実 させてゆくた め に 不可欠な 「成

長への動機づけ」 という跳躍台を準備 したものと

考xら れる。この効果に よって，1年 目の垂直的

交換関係は，非常に広範で持続的な影響力を結果

変数の上に及ぼすことができたものと解釈されよ

う。しかも，1年 目の交換関係の与えた効果は，

潜在能力や幻滅感が生み出した効果とは独立の，

きわめてユニークなものであったと考えられるの

である。

 偏相関分析の結果は，潜在能力と垂直的交換関

係の2要 因が，新入社員の組織内キャリア発達過

程v`対 し，主要な独自の影響力を及ぼしているこ
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とを明らかにした。垂直的交換関係は，仕事への

動機づけや上司との恵まれた対人関係をテコとし

て，新入社員たちのキャリア発達に広範で持続的

な効果を与えていた。また，潜在能力の及ぼす効

果は，仮説に反し，一般的とい うより多分に部分

的ではあったが，強力でそれな りに一貫したもの

であった。これらに対して，幻滅感の及ぼす影響

力は，垂直的交換関係とい う現実要因からその大

部分が派生してお り，独自の影響力はごく限定さ

れたものでしかなかった。

 2. 「潜在能力」と厂垂直的交換関係」の相乗効果

 偏相関分析の結果は，潜在能力と垂直的交換関

係の2要 因がキャリア発達過程の重要な独立的規

定要因であることを明らかにした。それでは，こ

の2要 因が作 り出す相乗効果は，どのようなもの

であろ うか。潜在能力と交換関係の相互作用のパ

ターソとして，以下の一連の仮説が，統計的分析

に伏 されることになった。

 仮説① 潜在能力が高く，入社1年 目に上司と

の間で高い交換関係を経験す ることができた新入

社員グループは，他のどのグループよりもより望

ましい諸結果(高 い職務遂行 ・組織へのコミット

メソト・職務遂行，および低い役割幻滅 ・職務問

題など)を 達成するだろ う。

 仮説② これとは逆に，潜在能力が低 く，入社

1年 目に上司との間で低い交換関係しか経験す る

ことができなかった新入社員グループは，他のど

のグループよりもより望ましからぬ諸結果を達成

するだろ う。

 仮説③ 以上の両極端以外の中間 グループ(「高

い潜在能力プラス低い交換関係」，お よび 「低い

潜在能力プラス高い交換関係」 という組合せか ら

なるグループ)は ，仮説① と②の予測の中間 レベ

表4
「潜在能力」と 「1年目の交換関係」に基づく

新入社員のグループ分け

1年 目の
交換関係

 High

 Low

潜 在 能 力

 High

H-H 15名

H：一：L 16名
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名

名
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ー
ユ
 
ー
工
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L

鴨
 

輯

L
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ルの諸結果を達成するだろ う。

 以上の仮説を検証するため，表4に 示したごと

く新入社員たちは①潜在能力と1年 目の交換関係

ともに高いグループ(H-Hグ ループ)，②両者と

もに低いグループ(L-Lグ ループ)，③潜在能力

が低 く1年 目の交換関係が高 い グループ(L-H

グループ)，④潜在能力 が 高 く1年 目の交換関係

が低いグループ(H一 ：Lグループ)，の4つ のグル

ープに分けられた。そして，これらの4つ のグル
ープが時間の経過 とともに，種々の結果変数の上

にどのような変化と差異のパターソを作 り出して

ゆくのかが検討され た。すなわち，「潜在能力」

と 「1年 目の交換関係」を独立変数 とし 「結果諸

変数」を従属変数 とした，2元 配置(2×2)の

経時的分散分析が実施されたのである。

 もしわれわれの仮説が正しいとすれば，分析の

結果は次のようなパターソを示すことが予想され

る。すなわち，①3年 間 という時間を通 じて，結

果変数の上でH-Hグ ループが最 も高い水準を示

し，②逆にH-Lグ ループは最 も低い水準で推移

し，③L-LとL-Hグ ループは，両極端を示す上

職 務充 1X

28

26

24F

22

20

-

交
換
関
係
↓

遭
略

潜
在
能
力
↓

H
σ△

               レL

               (16名)

              _L-H

/  ＼ 丶//躑
           !/               '

18               ，Af

            ，'”
     剣緜        ノ ム                 

ノ

16             覗

纛r.齋 …す 讒 ざ…一副覊
(ユ年目)   (2年 目)      (3年 目)

 (出所；若林、lp81、 P.193)

図9 「潜在能力」と 「1年 目の垂亡的交換関係」

   とに基づいて区分された新入社員ヴループご

   とにみた 「職務充実度」の推移



記2グ ループの中間に位置づけられる，とい うパ

ターンである。

 図9は ，厂職務充実度」(自 己の職務の内容を充

実させるために色々な機会が与xら れる程度)を ，

4つ の新入社員 グループ別に3年 間(6調 査時点)

の推移 として表示した ものである。図に よれば，

潜在能力が高 く(H)，1年 目の上司との交換関係

も高い(H)，H-Hの 新入 社 員 グループは，先の

仮説①のとお り，やは り3年 間一貫して最高水準

の職務充実を経験している。これ に対 し，：L-L

グループ(潜 在能力も交換関係もともに低いグル

ープ)は ，仮説②の予測に反し，4グ ループ中の

最低とはなってい な い。H-Lグ ループが3年 間
一貫して最低水準の職務充実に甘んじているので

ある。 このグループは，高い潜在能力を持ちなが

らも，不幸にして1年 目の上司との交換関係が低

く制限されていた新入社員たちであった。いった

い彼 らに何が起ったのだろうか。

 以上の問に答える前に，図10の 結果をも検討し

ておこう。この図では，自己の職務上の役割に対

する 「幻滅度」が3年 間の推移として示されてい

役割内容に対                   潜 交
する幻滅度                     在 換
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50                    力 係

48一//  卜….』＼ 麟
)

46

44

42

40

38

36

                  L.L
                  (16名)

      '    覧丶 噌/'   L-H

/!                  (14名)・

  '                  ノtS H-1.

嘉 一.一へ  /'(16名)
      、                   '
       も           グ       、      

，69        、
機'

39

て」.

第1+第2

(1年 目)

一 一一_.一 一rr_1_..、__ .一，_.b

第3 第4  第5 第6時 点

 (2年 目)      (3年 目)

 (出所：若林・南・佐野 1950，P.65)

図10 「潜在能力」と 「1年 目の垂直的交換関係」

  とに基づいて区分された新入社員ゲループご

  とにみた 「役割に対する幻滅度」(高得点ほど

  幻 滅度が低い)の 推移
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る。この図でH-Hグ ループは，仮説どお り3年

間を通じ最も低い幻滅度(図10で は得点が高いほ

ど幻滅度は低 くなる)で 推移している。しかしこ

こでも，図9の 場合と同様，L-Lグ ループでは

なくH-Lグ ループが，3年 間一貫 して最 も厳 し

い役割幻滅を経験 しているのである。

 問題のH-Lグ ループが置かれた状況を考えて

み よう。彼 らは，採用時の筆記試験や面接を通 じ

て，将来有望な組織の成員 となる潜 在 能 力 が高

い， と評価された グルr一 プである。この点では

H-Hグ ループと同じであるが，残念なが らH：一

Lグ ループの新入社員は，入社1年 目の大切な時

期に，高い交換関係を与xて くれる上司にめ ぐり

合 うことができなかった。このH-Lグ ループの

置かれた窮状は，L-Lグ ループと比較するとき，

より明瞭となる。すなわち両グループとも，入社

1年 目で上司との制限された交換関係に直面 して

いるのだが， この上司との望ましからぬ経験が及

ぼす効果は，潜在能力が高い新入社員ほど，それ

だけ厳しいもの(よ り強い幻滅感 とより貧弱な職

務充実)と なるのである。いうなれぽ，H-Lグ

ループは本来高い成長を達成するだけの潜在能力

を持ちながらも，とい うより，高い潜在能力の保

有者であるとい うまさにその理由によって，制限

された交換関係のもとではその能力発揮が妨げら

れ，反動 として強い幻滅と失意の状態に陥ってし

まうのである。

 図11と して示 した，上司の報告になる結果変数

の推移 も，基本的な点において上記の主張 と一致

している。この図は，3年 間にわた って上司たち

が新入社員本人に対してどれだけの 「支持」を与

えたかを，上司 自身の報告に基づいて表示したも

のである。図から明らかなとお り，rH-Hグ ル

ープの上司たち」(潜在能力が高く，1年 目の交

換関係も良好であった新入社員が，3年 間の間に

迎えた上司たち)の みが，一貫して高い支持を部

下たる新入社員に与えていると報告している。 し

かし，他のグループの上司たちは，自分の部下で

ある新入社員に対して，全員似たり寄った りの支

持の与x方 をしているのである。すなわち上司た

ちの目には，部下である新入社員たちは次の2つ

のグループのいずれかに分類されているというこ
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図11 「潜在能力」と 厂1年目の垂直的交換関係」

   とに基づいて区分された新入社員ゲループご
   とにみた 「上司か らの支持」(供給)の 推移

とである。第1は ，潜在能力が高 く，1年 目の上

司との関係にも恵まれていたが故に，3年 間一貫

して最高 レベルの諸結果を生み出していたH：一H

グループ(し たがって上司がもっとも強い支持を

与え た グループ)，第2は ，H-H以 外の “その

他大勢”のグループである。

 図12と して示した，上司の評価になる新入社員

の 「職務遂行」の推移も，同様の結果を裏書きし

ている。新入社員たちの職務遂行は，計画性，対

人的能力，仕事の信頼度，貢献意欲などの諸側面

に関し，3年 間直属上司から，質問紙に基づ く評

価を うけてきた。図12は ，この職務遂行に関して

も，やは りHｮHグ ループがとび抜けて高い水準

を示し，他の3グ ループと対照的な存在となって

いることを示している。特に，潜在能力が高 く1

年 目に直属上司と高い交換関係を結ぶことができ

たH-Hグ ループが，2年 目の後半(第4調 査時

点)ぐ らいか ら，きわだって高い上司の評価をう

け始める事実には非常に興味深いものがある。

 以上，図9か ら図12にみた結果は，モティベー

ショソの獲得過程 としてのキャリア発達プロセス

職務遂行
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 (出所諾 林・南・佐野，1980，p.68)

図12 「潜在能力」と 「1年 目の垂直的交換関係」

   とに基づいて区分された新入社員ゲループご

   とにみた 「職務遂行」の推移

を示唆 していると考えられる。 このプロセスは以

下のように特徴づけられるだろ う。

 ① 個人 と組織の相互作用によって生み出され

る過程であるとい うこと。成長へのモティベーシ

ョンの獲得は，潜在能力(能 力，意欲，人物など

を考慮した総合的評価)と い う個人の要因と，上

司との交換関係に代表 される組織環境要因との相

互作用の結果として生れる。一方の要因の効果だ

けでは十分ではない。 また，ある要因(高 い潜在

能力)の 正の効果は，他の要因(低 い交換関係)

の持つ負の効果によって打ち消されてしま うこと

もある。

 ② 不可逆的過程であるとい うこと。図9か ら

図12に示 された結果は，入社後3年 間でのキャリ

ア発達の諸結果が，「採用時」の新入社員本人の潜

在能力と 厂入社1年 目」の上司との交換関係によ

って，前 もって規定 されてしまう事実を物語って

いる。 このことは，これら2要 因の相互作用過程

が入社後のごく早い時期に一度動き出すと，新入

社員はまたた く間に，ある一定の方向(H-Hと
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かH-L，L一 一H， L-Lの 方 向)へ と水路づ け

られ てしまい，少 な くともそ の後3年 間，方 向を

変xた り， もとの状態へ逆 もど りす ることが事実

上不可能 となってしま うことを意味 してい る。

 ③ 成 長への モテ ィベ ーシ ョソの展開は，1年

目の上司 との相互作用に よって触発 された り，逆

にそれに よって抑圧 された りす る。前者の「触発」

の場合は，図9か ら図12を 通 じて，H-Hグ ル ー

プの置かれた状 況か ら読 み とることがで きる。 こ

の グル ープでは新入社 員本人 の高い潜在能 力が，

上 司 との良好な交換 関係を通 じて開花 し， キ ャ リ

ア発達過程は 「高 い 目標 と挑戦→上 司の理解 と援

助→ 目標達成・→心理的成功経験→成長欲求 の強化

→ より高い 目標 と挑戦」 とい う，相互に共鳴 しあ

う一一連 の望 ましい出来事の連続 として展開 した。

そ してH-Hグ ル ープの新入社員たちは， この過

程を通 じて知 らず知 らずの うちに，成長へのモテ

ィベ ーシ ョンを内在化 してい ったのである。 これ

とは反対 に，H-Lグ ル ー プでは成 長へ のモテ ィ

ベーシ ョンは 「抑圧」 され てしまった
。 その上，

この グループでは，本人 の潜在能 力 が 高 いだ け

に，抑圧は その反動 として より深刻 な 「幻滅感」

を生み 出し，3年 間 の長 きにわた って， この有能

な新入社員たちから，成長へのモティベーショソ

を剥奪してしまったのである。

 ④ 職務挑戦は，上司との対人関係のあり方に

よって左右される。図9か ら図12に示された結果

は，新入社員本人が現実に受け取る職務挑戦(職

務充実)の 大きさは，垂直的交換関係とい う上司

との対人関係の高さに依存することを明らかにし

ている。このことは，仕事の中身や目標の高さと

いった職務要因が，上司との対人関係のあ り方と

大 きな関連を持っていることを考えれば，十分納

得がゆく。

VI. ま と め

 ・これまで要約的に叙述してきた分析の諸結果を

通 じて明らかとなった，当該百貨店組織における

大卒男子新入社員の入社後3年 間のキャリア発達

の過程について総括してみよう。

 図13の ④は，われわれの分析を通じて浮び上が

ってきた 「キャリア発達システム」の基本構造を

示 したものである。すなわち，われわれの研究の

フィール ドとなった百貨店組織においては，新入

社員が高いレベルの組織内キャリアを形成してい
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図13 キャリア発達システムの2つ の異なる構造：潜在能力と垂直的交換関係の2要 因を

  基礎として構成される 厂非代替性モデル」④と 「代替性モデル」⑬
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くた め には，本 人の潜在能力と組織の環境要因

(その うちで最も重要なものとして，上司と の 交

換関係)と が，ともに高水準で結合した場合のみ

(H-Hグ ループのみ)， それが可能とされた。と

いうことは， このシステムでは，いずれか一方の

要因が欠落 した場合，残 っている他の要因の効果

で，その欠落を補充す ることはできない。 この意

味で，要因の 「非代替性」が，図④のタイプのキ

ャリア発達システムを特徴づけることになる。

 このシステムの注 目すべき点 としては，図④の

ような構造のもとで一定期間のキャリア発達が展

開された場合，潜在能力と対人的環境 ともに恵ま

れ，高い水準のキャリア結果を達成するごく一握

りの “エ リー ト層”と，平均水準で低迷する “そ

の他大勢”とい う2種 類 の 人 材イソベ ソトリー

が組織の内部に作 り出されてゆ く可能性がある，

とい うことである。この場合，高い潜在能力があ

りながらも対人的環境の壁にはばまれてゆ く “人

材の ロス”(H-Lグ ループ)と ，せっか く良好な

対人的環境に恵まれながらも能力不足(そ して多

分，この能力不足を補 うための訓練システムの不

備)の ため，結果として人材が育た な い とい う
“機会のロス”(L -Hグ ループ)の2つ が問題と

して指摘されなければならないだろ う。

 図④と対照的な構造が，図⑧に示した 「代替性

モデル」である。この図は，本章の冒頭に紹介し

たBrayら(1974)のAT&T社 での研究(詳 し

くは，最上潤訳，『企業は人をどう変えるか』ダイ

ヤモンドタイム社，1974年 を参照)に 基づいて作

成されている。Brayら は，本格的なアセスメソ

ト・セソターの運用による潜在能力の徹底した測

定 と，入社後に上司によって部下である新入社員

に課せ られた 「職務挑戦」(job challenge)め2

要因によって，AT&T社 における大卒新入社員の

キャリア発達を説明しようと試みている。彼 らの

研究は，いくつかの点でわれわれの研究と趣きを

異にするが，基本的な理論的枠組み(す なわち，

問題とされた2要 因の性格と，両要因の相互作用

の重要性への着目)に おいては何ら異なるところ

はない。drayら の研究では，主 として面接にも

とついた8年 間の追跡調査によって新入社員の組

織内キャリア発達過程が解明されたが，われわれ

が彼 らの得た研究結果の再整理を通 じて得た結論

は，図⑬に示した ような構造を明瞭に物語 ってい

た。

 図⑬は，ある一定期間内でのキャリア発達過程

が，図④と比べて相対的に大量の，しかも一定水

準以上の質を有する人材プールを作 り出す，とい

う点において特徴づけられる。こ の よ うな結果

は，2要 因を代替的に機能させることによって生

じて くるものと考えねばならない。すなわち，①

アセスメント・センタ・一によって徹底した 「潜在

能力」評価を行ない，潜在能力の見きわめと採用

ミスの極小化を促進すること，② 「垂直的交換関

係」をとおして新入社員本人に機会を与え，また，

集中的訓練を行な うことによって潜在能力が低い

とされる人び とを引き上げて行 くこと，の2つ を

同時に徹底させることによってである。図⑬は，

これ らつ2つ の施 策 を 通 じて “機会のロス” と
“人材の ロス”が最小限に くいとめ られる構造と

なっているということができよう。

 以上，図13に示した④，⑬の構造は，キャリア

発達システムそのもののちがいとい う よ り，「2

要因の結合様式の2つ の異なるあり方」，と考 え

るのが妥当であろう。とい うことは，それぞれの

組織は，潜在能力とい う個人側の要因と垂直的交

換関係とい う対人的環境要因の2つ を適切に結合

させることによって，それぞれの目的にかなった

組織内人材育成システムを形成することが可能で

あろ う，とい うことである。

 本章での結論は，大卒新入社員の入社後初期3

年間のキャリア発達に対 してのみ向けられたもの

であることが強調されねぽならない。とい うのは

より長期の，10年 後あるいは15年 後におけるキャ

リア発達の結果は，本章で問題とされた “3年 目

の結果”とは別の姿であり得 るだ ろ うか らであ

る。
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1.組 織 内 キ ャ リア発 達の モデ ル

   ー 一能力 か環 境 か一 一

 人 間 の発達や成 長を規定 する要 因 として，遺伝

がそれ とも環境 か とい う議 論が，いままで繰 り返

し提 出されてきた。 同様 の ことは，組織 内キ ャ リ

ア発達研究 について もいえる。 この分野 では，遺

伝 に対応す る 要因 と し て，個人 のパ ー ソナ リテ

ィや適性，能 力といった個人属性 が 組 織 内キャ

リア発達 の第1の 規定要因 として注 目を集め てき

た。特に管理者 の選抜や育成 とい う実務的要請か

ら，管理能力の研究には これ までに多大 な努力が

払われて きてい る(Campbell， Dunnette， Lawler

&Weick 1970；Dunnette，1971；Korman，1968；

佐 野 ・槙 田 ・関本，1970)。 こ の 流 れは現代 にお

いては， アセス メン ト ・セ ンター方式に よる管理

能 力の測定 の問題 として研究 の焦点が移行 してき

てい る。

 これ に対 し，環境要 因の影響 を重視す る立場 か

らの研究 は ようや く近年 にな って注 目を集 め るよ

うにな った。 キ ャ リア発達 に関 係す る組織 の環境

要 因 としては，仕事 のや り が い な い し職務挑戦

(job challenge)が ， まず第1に 研究対 象 と して

とりあげ られ た(Bray， et. al.，1974；Buchanan，

1974；Hall&Nougaim，1968；Hall&Schnei-

der，一1972；Lee，1971；Patchen，1970)。 と りわ

け，Hallを 中 心 とした 、AT&Tで の 管理 者 のキ

ャ リア発達研究(Berlew&Ha11，1966；Hall&

Nougaim，1968)セ は1仕 事や達成1こ対す る会社

の 期待(expectations)が キ ャ リア 発 達を規定す

る重要な環境要因 として指摘 された。

 ま た，Graenら は ，直属上 司 と の対人的な交

換 関 係(exchange relations)に 研 究の焦点を当

て， この関係が どの程度強固に確立 され るかが各

人 の組 織内での行動を大 き く左右す ることを示 し

た(Dansereau， et. a1.，1975；Graen，1976；Graen

&Cashman，1975；Graen， et. al.，1973)o

 本 章 ではまず， 以上2つ の研究の流れを少 し詳

し く検討 し よう。

1. 潜在能力モデル

 との 考え方は，組織におけ る個人のキ ャ リア発

達を規定す る要因は各人の能力である とい う仮説

に立脚 してい る。それ故 ，将 来の高いキ ャ リア発

達を可能 とさせ る人間能力すなわち各人 の潜在能

力(human potential)を ， 現時点で 発見 し活 用

す ることに研 究の戦略的 ポイ ソ トが置 かれ る。個

人 の潜 在能力を測定 する方法 としては，各種 テス

トの組 み合 せか らなるアセス メソ ト ・セ ンターの

方法 が一般的 である。

 ア セスメソ ト・セソター方式は，第2次 大戦 中

に，諜報部員 のよ うな戦争執行上必須 の特殊 な人

間能力 の所有者を発見 してい く目的か ら考案 され

た ものであ る，といわれてい る(Campbel1， et. a1.，

1970)。 こ のアセス メソ ト・セ ソター方式は，1960

年 代 に入 って多数 の企業 に よって採 用 され，管理

能 力の発見 と育成 のための基 本的 モデル とな った

(Finkle，1976)o

 こ こでは まず， アセス メソ ト ・セ ソター方式 の

妥 当性 を検証 し， この方式 が企業 において広 く採

用 され る契機 を 与 え たBrayら(1974)に よる

AT&Tに お け る研究を概観す る。

 ●AT&丁 研究の目的と方法 ： AT&T傘 下 の

Bell電 話会社に1956年 度に採用され た管 理職候

補者448名(う ち，大卒274名 ，それ以下の学歴の

者174名)を 対象に，次の3点 を明らかにする目的

で研究が開始された。すなわち，①入社後 どのよ

うに人び とは変化していくか，② これ らの変化は

どのような要因に よって規定されているか，③当

該管理職候補各人のキャリア発達は， どの程度正

確に予測することが可能なのか。

 以上の質問に答えるため，アセスメン ト・セソ

ターによって新入社員各人の潜在能力を測定する

ことと，イソタビューを通して各人のキャリアの

進展を追跡することが企図された。測定さるべき

潜在能力側面 として，以下の25の人間能力がとり

あげ られた。すなわち，組織化と計画性，意思決

定，創造性，対人関係技術，行動弾力性，対面的

影響力，不確実性許容度，ス トレス耐性，学問的

能力，興味の範囲，内的遂行基準，職務優先性，

口頭および文章表現技術，社会的場面 表 示 の知

覚 力， 自己 客 観性，活力，；期待の現実性，Bell



会社 価値志 向性，社会的客観性，昇進欲求，充足

遅延能 力，上司承認欲求，同僚 承認欲求，目標弾 力

性，安定 欲求， である。 これ ら25の 能 力側面は，

 hの テス トに よって診断 ・測定 され た。 この診

断 ・測定 の方法 と戦略 がす なわ ちアセス メン ト ・

セ ンター と呼 ばれ るところの ものである。

 ● アセスメン ト・センター ： 入 社1週 間の う

ちに，新入社員は3日 半 のテス ト ・プ ログラムに

参加 し，次 の6つ の カテ ゴ リーか らなる検査 を受

ける。す なわ ち，① 半構造化 された2時 間の面接 ，

②3時 間 のインバス ケ ッ ト ・テス ト，③ マネジメ

ソ ト・ゲームの一種であ る，集団での生産 ・販売

ゲーム，④ 集団討議 ，⑤投 影法 テス ト(TAT， 文

章完成法テス トな ど)， ⑥筆記式 の心理 テス ト(各

種能力テス ト，態度 ・興味検査，ギル フ ォー ド人

格検査な ど)。 各 テス トの結果 は 心理学者たちに

よって診断 され，25の 能力側面のそれぞれについ

て5段 階の評 定が行われた。そ して， これ らの個

別的評定の結果を参考に 「10年 以内に中級管理職

(地区マネ ジャー)と な る能力があ るか ど うか」

とい う観 点か ら各人について 「総 合的潜在能力」

の判定 が行わ れた。

 以上 のアセス メソ トの結果 は，本人 に も彼 の上

司に も， また会社 に も一切公 開され なか った。 と

い うのは，後 日キ ャ リア発達 の結果 が明確 となっ

た時点 で，予測 と結果 のつ き合わせ を行 ない， ア

セスメソ トの有効性(予 測的妥 当性)を 検証す る

ことが研究 の 目的 とされたか らである。 もしアセ

ス メソ トの結果情報を公表 してしま うと，そ の情

報 自体が一人歩 きし出 し， これに よって本人や周

囲 の人び との行動が影響を受け ることにな る。そ

うす ると，キ ャ リア発達が純粋 に本人の能力か ら

結果 したのか，能力評価に関す る情報(な いし噂)

か ら結果 したのか，区別で きな くな って しま うこ

とにな る。 この よ うな状態は 「基準変数の汚染」

(criterion contamination)と 呼 ぼれ るが， AT&T

研 究 では，キ ャ リア発 達結果(基 準変数)が アセ

ス メソ ト情報 に よって攪乱 される危険 を防止す る

ため，アセス メソ ト ・セ ソターの評価結果 は研 究

期間中秘 密裏 に保存 され たのである。
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 ●キャリア発達結果の予測 ： 新入 社 員 た ち

は，アセスメソトの後，正式の配属先に もどり，

Bell電 話会社でのキャリア形成を開始 した。その

過程は，毎年イソタヴューに よって追跡された。

そして8年 後，各人の達成したキャリア結果(地位

と給与の水準)が 調べ られ，入社時でのアセスメ

ソトの結果 との対応関係が検討されたのである。

 その結果は，大卒新入社員に限ってみると以下

のごとくであった。大卒新入社員274名 中，8年間

で多数の人が会社を去 り，結局，残 っていた123名

の社員たちが分析の対象となった。そのなかで中

級管理職に昇進していた者は59名 であった。この

うち39名 は，8年 前のアセスメソト・セソターの

総合的潜在能力の評価に基づいて中級管理職への

昇進は 「可」と判定された群(61名)か ら出現して

てお り，ちなみにこの群での昇進率は64%で あっ

た。これに対して，中級管理職への昇進は「不可」

と予測された群(62名)か らは，残 りの20名(20%)

が昇進 しただけであった。両群での昇進率の差は

約2対1で あ り，もちろん統計的にも有意であっ

た。同様の結果は，8年 後の給与水準においても

見い出された。

 これらの諸結果は，アセスメソト・セソター方

式に基づいて個人の潜在能力を判定することに よ

って，各人のそれ以降の組織内キャリア発達が予

測可能 となることを立証するものであった。

 ● アセ スメン ト・セ ンターの実用化 ： AT&T

で の試みに呼応 して， アセス メソ ト・セ ソター方

式は アメ リカの多 くの企業 に よって研究 され，実

践 的 目的(管 理 職候 補者の選 抜 と育成)の ため各

企業 内部で運 営 され るよ うにな った。特 に，スタ

ソダ ー ド石 油(Thomson，1970)， IBM(Green-

wood&McNamara，1967；Hinrichs，1969；

Wollowich&McNamara，1969)， シァ ーズ(Ben・

tz，1971)な どにおける事例は有名 である。

 Bender(1973)やWorbois(1975)は ，アメ リ

カにお いて企業 内で実用 として運用 され ているア

セス メソ ト ・セ ソター方式 の特徴につ いてま とめ

ている。要約すればほ とん どの場合，① 目的は管

理職 とな り得 る素質 のある人材 の発 見 に あ り，

②そ のため の方法 として数 日間に及ぶ テス ト・プ
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ログ ラムを組む，③テス トの中心は ビジネス ・ゲ

ーム，イ ンバス ヶ ット ・テス ト，集団討議な どの

「状況テス ト」(situational test)か ら な っ て い

る，④ 各テス トでの受験者 の成績や管理者 として

の可能性については，組織 と本人 の両方 に フィー

ドバ ックされ る。

 な お，わが 国にお けるアセスメ ン ト ・セ ソター

の運用は，ほ とん どが社外(他 機関)に よって行

われ るものであ るが，方法 としては上記 とほぼ同

じであ る といえ る。詳 し くは，『管理職 の登 用 ・選

抜手法一各種アセス メソ トの内容 と活用事例一』

(労務行政研究所，1981年)を 参照 された い。

 ●潜在能力モデルの問題点 ： Korman(1968)

が指摘しているように，アセスメント・セソター

方式で測定される個人の潜在能力とは，個別的な

能力・知識や特定技能・職能ではなく，葛藤やス ト

レスに充ちた複雑で不確実な組織環境のなかで適

切な行動を発揮し続けることができるような，個

人の 「一般的適合性」の水準を意味している。 し

たがって，アセスメソトにおける各種テス トも，

このような適合性の水準を測定するのに都合がよ

いものが考案されている。

 しかし，ビジネス ・ゲームやインバスケット・

テス トにみられ るように，いくら現実に近い状況

を想定(simulate)し てテス トを実施してみても，

それは管理者が 日h自 分の仕事で経験する現実の

複雑性には とて も 肉迫 できるものではないであ

ろう。したがって問題点の第1は ，アセスメン ト

・セソター方式は現実の複雑な管理的職務の遂行

に真に必要とされる能力を，そのものとしてはた

して確実に測っているかどうかとい う点である。

 問題点の第2は ，もし必要とされる能力が正し

く測定 されたとしても，それだけで十分かとい う

ことがある。組織での長期のキャリア発達のため

には，潜在能力は普通にあれば十分で，それ以上

に，良い上司に恵まれたり，責任ある仕事をまか

されたり，重要な部署やプロジェクトに配属され

る，といった本人の能力とは直接に関係のない，

いわば組織の環境要因がより決定的作用を及ぼす

ことは十分考えられる。しかし，アセスメソト・

セソター方式に典型的に見られる考え方は，人び

とのキャリア発達に対して組織の環境が及ぼす影

響力を十分に考慮せず，ひたすら高い能力の保持

者を探 し求め，このような人びとを採用し，選別

し，昇進 させることが，組織の人材育成の全てで

あると錯覚させてしまう。種 々の環境要因の果す

重要性に比べれぽ，個人の潜在能力 の水 準 な ど

は，人び との長期にわたる組織内キャリア発達に

対しては，さしたる効果は持たないのかもしれな

い。この点は十分検討される必要があろう。

 問題点の第3は ，妥当性検証の問題があげられ

る。アセスメソト・センター方式で評価された潜

在能力が5年 先，10年 先のキャリア発達を予測で

きる，とい う確固たる証拠を提出した研究はごく

少ない。Brayら のAT&T研 究に続いて，最近

Hinrichs(1978)は ， IBMに お ける1967年 のア

セスメントの結果をフォローする研究を行った。

当時アセスメン トを受けた管理者(新 入社員では

ない)で8年 後の1975年 に職務を継続していた30

名について，①アセスメソ トでの総合能力評価と

②当時の人事考課による管理者としての総合評価

の2つ を，8年 後の地位水準 と関係づける試みが

なされた。その結果，アセスメン トと人事考課は，

8年 後の地位の高 さとそれぞれr=.46お よびr

=.55(い ずれも5%水 準で有意)と いう高い相関

関係を示 した。 しかし， この研究の場合はサソプ

ル数 も少なく，対象が現職の管理者であることを

考えると，アセスメソト方式の 「予測的妥当性」

(predictive validity)を 検証するものとしては，

必ずしも十分 といえな い か も しれない。とはい

うものの，アセスメソト・センター方式に関する

研究のほ とんどが 「共時的妥当性」(concurrent

validity)を 示すだけにと ど ま ってい るこ と を

考えると，8年 間以上 も追跡 して予測の妥当性を

検証 しているBrayら やHinrichsの 研究はきわ

めて注 目に値するものといえよう。

 共時的妥当性研究の場合，アセスメソ トの結果

は，それ とほぼ時を同じくして収集された人事考

課や上司の評定と並行的に関係づけられるだけで

ある。もし，両者の間に有意な相関関係が見い出

されたとしても，この結果から明確な因果関係を

特定化することは非常にむずかしい，といわなけ

れぽならない。



 以上 をま とめる と，① アセス メン ト ・セ ソター

では，組織 内キ ャ リア発達 を予 測できる よ うな，

真の個人 の潜在能 力が とらえ られ て い る か どう

か，②潜在能 力だけを重視 し組織 の環境要 因は無

視 しているが，組織 内キャ リア発達に とっては，

む しろ後者 の要 因の方が重要 では ないか，③ アセ

スメソ ト・セソター方式は， どの程度 の予測的妥

当性が あるのか， とい うことである。 これ らの問

題点につ いては， また後ほ どふれ る こ と にな る

が，順番 として，次に キャ リア発達 の環境 モデル

を概観す ることに しよ う。

2.垂 直的交換関係モデル

 個人を取 りまく組織環境の構 成 要 素 として，

「人間」と 「仕事」はもっとも中心的な存在である。

このモデルは，前者，特に直属上司との対人的関

係のあ り方に焦点を当てている。

 人と仕事 との関係は一方向的で あ る。す な わ

ち，仕事の内容や性質がその仕事を遂行する人間

の行動や態度に影響を与えた り(仕事→人間)，人

が仕事の内容や手順を変更 した りすること(人 間

→仕事)は 生ず るが，これらの関係はいずれも一

方向的である。人間の働 きかけに対して，仕事そ

れ自体が行動 した り反応 するこ とは な い。それ

故，仕事 自体は，物理的環境 と同じように，所与

の外在的環境要因である。

 ところが対人的環境は，二方向の影響関係を要

求する。すなわち，A(情 報の受け手)はB(情 報

の送 り手)か ら影響を受ける(A←B)と 同時に，

その情報に反応することによって，Bの つ ぎの行

動に影響を与えることができる(A→B)。 このよ

うな両方向の影響づけは，対人的環境に特有なも

のである。特に，組織上の一定の役割に基づき，

個人が彼を取 りまく対人的 環 境と係 る場合，こ

の相互影響づけ過程は役割間での諸資源(情 報 ・

知識 ・期待 ・援助 ・支持など)の 交換過程 という

様相を色濃 くする。Katz&Kahn(1966)が ， こ

の交換過程を 「役割エ ピソー ド」(role episode)

と名づけたことは周知のとお りである(南 ほか，

19??)a

 Graenら は 「本人(部 下)← 〉彼の直属上司」

とい うような対人的関係における上記 の ご と き
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交 換 関 係 を，特 に 「垂直的交換関係」(vertical

exchange relations)と よび， こ の垂直的交換関

係のあ り方 ・形成 のされ方 が，部下本人 の職務態

度や行動 に どの ような影響 を与 えるか を追究 して

きた。彼 らの研究関心 は，垂直的交換関係 の もと

で の 「役 割 獲 得過程」(role making process)

の分 析 として位置づけ られ る。以下に，Graenら

の研究 の主要 な結果 を概観 し よう。

 ●垂直的交換関係の 内容 ： Graen， Orris&

Johnson(1973)は ，新 入社 員 が 組 織 へ 同化

(assimilate)し ていく過程を追跡し，この過程を

通 じて新入社員た ちが 「役割受容」(role accep-

tance)と 「役割拒否」(role rejection)とい う2つ

のグループに分化していくことを見い出した。

 役割受容グループは，現在自分に期待されてい

る役割が将来の自己のキャリア目標 と一致してい

ると感 じてお り，逆に役割拒否グループでは，両

者の間に大きな乖離が存在していた。役割拒否グ

ループでは，①さまざまな役割活動に対して時間

とエネルギーをどのように配分するかについて，

上司との間に葛藤を経験していた。すなわち，上

司が期待しているものと新入社員本人の期待およ

び彼の現実の行動とは大きく懸け離れていたので

ある。②結果として，役割拒否グループでは満足

度は低 く，役割活動に対する魅力度も低下してい

った。③以上の結果は，組織生活のごく早い時期

において，上司と部下 との間に役割期待の交換が

なされ，その結果として部下本人の役割に対する

相互の期待が両者一致できる形で形成 され ること

が，新入社員たちが組織に同化をスムーズに進め

ていく必要条件であること示唆 していた。④同時

に，高い役割期待のもとでは，部下の貢献に対 し

て上司は仕事の上での自由度や柔軟性を部下本人

に与rx， また部下の仕事へのコミットメソトに対

しては配慮や親 しみやすさ，必要な援助を提供す

る， といったかたちの交換関係が高水準で形成さ

れていることが見い出された。

 ●垂直的交換を通 じての役割獲得 ： 役割獲得

とい う考え方の背後には，人は組織の中に既に存

在し固定されている役割に単に “はめ込まれてい
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 く”のではな く，組織が与える一定の統制(構造)

の範囲内で自由に自分の役割を定義し “作 り上げ

ていく”とい う仮説がある。この仮説を前面に押

し出せば，役割獲得過程とは個人の自主的な役割

開発の過程 と定義することができる。組織におい

ては，課題(task)や そ れに 関 す る規則(rule)

はかな り明確(固 定的)で あるが，対人関係を通

じての人び との職務活動はきわめて流動的で，明

確な規定に従 うというよりは，各人の自主性やそ

の時hの 成 り行きにまかされるのが普通である。

特に，上司との対人関係においてこの傾向は顕著

である。

 Dansereau， Graen&Haga(1975)は ，アメ リ

カの或る州立大学組織における，新任事務管理者

を対象 として彼 らが どのように役割を獲得してい

くのかを，経時的調査の方法を用いて研究した。

ここでは垂直的交換関係が，新任の管理者本人が

彼の上司から期 待で きる 「役割柔軟性」(自分の

事仕に新 しい変化を導入 しようとす るとき，それ

に上司がどの程度柔軟に対応 してくれるか)と ，

上司の 「個人的影響力」(問 題に直面したとき，上

司が 自己の影響力を行使してその解決のために援

助を与える用意がどれだけあるか)の2側 面から

測定された。したがってこの指標での高得点は，

部下に とっての 厂交渉 の 自由度」(negotiating

latitude)を意味した。すなわち高い垂直的交換関

係のもとでは，部下は上司との交渉を通 じて自己

の職務活動に必要な諸資源をより自由に獲得でき

る， ということである。

 分析の結果，就任2ケ 月後に評価された垂直的

交換関係の水準から，その後(4，7，9ケ 月後)

の本人の役割獲得状況が有意に予測可能であるこ

とが明らかとなった。すなわち，就任後いち早く

上司とのあいだに高い交換関係を形成できたグル

ープ(INグ ループ)は
，交換関係の水準が低いグ

ループ(OUTグ ループ)に 比べ，その後一貫して

① より高い「上司からの支持と注目」を受け，②よ

り少ない 厂職務上の問題」を経験 していた。③加

えてINグ ループの人びとは，上司の期待する職

務活動により多 くの時間とエネルギーを費 してお

り，④結果として，役割上の葛藤 と曖昧性を経験す

ることが より少なか った。同様な結果はGraen

&Schiemann(1978)の 研 究において も見 い出 さ

れてい る。

 ● キ ャリア発達結果の予測 ： そ の後のGraen

らの一連 の研究は，キ ャ リア発 達か ら生ず る個人

お よび組織 に とっての諸結果 が，初期 の職務経験

における上 司 との垂直的交換関係 か ら十分 に予測

可能 な ことを明 らかに している。

 Graen&Cashman(1975，1976，1977)は ， 組

織の内部には垂直的交換関係の連鎖があ り， この

連鎖(す な わ ち，本人曾 上司⇔ その上 司← 〉ま

たその上司， とい った重複す る垂直的交換関係の

連 鎖)が ， 目に見xな い組 織の 厂基礎構造」(un・

derstructure)を 形 成 してお り，個 人 の 組 織 内

キ ャリア発達 もこの構造 のなか で展開 され るこ と

を示唆 した。例 えぽ以下 のごときことが考 えられ

る。直属の上 司(例 えぽ係長)が 彼 の上 司(例 えば

課長)と “INグ ル ー プ”の関係にあ る場合，その

よ うな直属上 司 と高い垂 直的交換 関係を形成 す る

ことは当該 の個人(つ ま り部下 であ る係員)の キ

ャ リア発達 に とって有利 な状 況 とな り得 るであろ

う。 こ の よ う な基礎構造 の想定は，連結 ピソ ・

リーダーに よる 重複集団 と しての組織 イメージ

(Likert，1967)を ， 垂直的な二者間関係 に翻訳 し

直 した姿 とみ ることがで きる。

 Graenら のほか の研究に よれば，新任の管理者

が就 任後の早い時期に直属上 司 との間に低 い レベ

ルの垂直的交換 関係 しか形成 できなか った場合
，

一定 の期間 の後 にこれ らの人び とが組織 を去 る確

率が有意に高 くなることも見 い出さ れ て い る。

(Graen & Ginsberg，1977；Graen， Liden &

Hoel，1982)a

 ●垂直的交換関係モデルの問題点

 以上に概観 したGraenら の一連の研究は， キ

ャリア発達初期における垂直的交換関係のありよ

うが，その後のキャリア状況を占う予 測 的 妥 当

性を十分に有していたことを意味している。この

ことは，組織における個人のキャリア発達が，潜

在能力のような個人の特性に加え，組織の対人的

環境(特 に直属上司をめぐる)の 側からも強 く規

定されていることを意味している。このようなキ



ヤリア発達に対する規定力は，垂直的な交換を通

じて部下が 自分の上司から，役割開発に必要な諸

資源を獲得できることから生ずるものであること

は，先に述べたとお りである。

 しかしGraenら は，垂直的交換関係の高低が，

どのような社会 ・心理的メカニズムないし動機づ

け過程を媒介として，キャリア発達の結果に影響

を与えるのかを必ずしも明確に示していない。垂

直的交換関係モデルは，心理的成功経験に関する

理 論(Argyris，1957；Berlew&Hall，1966；

Ha11，1968，1971；Hall&Foster，1977)や 組 織

社会化過程に関する理論(Hall，1976；Schein，

1978；Van Maanen 1976；Wanous，1980)に ょ

って補強される必要があろ う。 これが垂直的交換

関係モデルの第1の 問題点である。

 問題点の第2は ，どのような特性をもつ部下が，

上司との高いないし低い交換関係を形成す るに至

るのかについて，Graenら の一連の 研 究は何 ら

の分析 も行 っていないことである。例えば，対人

関係能力が高く，積極性や行動力，問題解決能力

が優れている個人，すなわち高い潜在能力の所有

者が，結局， 上司との高い交換関係を形 成 す る

ということは十分考えられることである。このよ

うな事態では，垂直的交換関係の効果は，本人の

対人関係能力ないしは潜在能力そのものに環元さ

れて説明され直す必要がある。換言すれぽ，この

場合には，垂直的交換関係は組織における個人の

キャリア発達に対して独自の規定力を持たないと

い うことになる。しかし以上のような事態とは逆

に，垂直的交換関係が潜在能力とは独立の関係を

有している可能性も十分考えられる。さらには，

本 人 の背 景要因(年 齢，出身大学，専攻，配属

先，仕事の種類など)と 垂直的交換関係とのつな

が りも検討される必要があろ う。

 垂直的交換関係モデルは，キャリア発達に対す

る対人的環境の重要性を強調するあま り，個人の

能力や背景要因のもつ効果(対 人関係の質とキャ

リア発達の両方に対 して)を 無視してしまってい

るということである。

 問題点の第3と して，Graenら の(ア メリカ

でなされた)研 究はすべて比較的短期間(1年 か

ら1年 半)で あり，役割獲得過程の研究とは言え

一 一一一入社7年 目時 点 で の フ ォ ロー ・ア ップー 一 29

ても，長期的な組織におけるキャリア発達過程の

研究 とはとても言いがたい。キャリア発達過程の

研究と呼べるためには，5年 か ら10年とい う長期

間にわたる追跡研究を行い，その上で初期の垂直

的交換関係の形成のされ方が，その後のキャリア

発達と深い関係があることが実証的に示される必

要があろう。

3.統 合 的モデルへ

 潜在能力モデル(個 人決定論)と 垂直的交換関

係モデル(環 境決定論)は ，キャリア発達の説明

モデルとしてそれな りの妥当性を立証 してきたこ

とは今まで述べたとお りである。

 しかしこれら両モデルは，ある一要因だけをと

らえて，それによって全てを説明しようと試みる

もので，キャリア発達が展開される現実の複雑な

組織の状況をあま りにも単純化しす ぎている。例

えば潜在能力モデルでは，ある個人が成功す るか

しないかは，前 もって潜在的に決 ってお り，その

個人がどのような職務に配属されようが，また入

社後 どのような対人関係を経験 しようが，結果は

このような環境条件によっては何 ら左右 されない

とい うことが暗黙に仮定 されている。 しかしこの

ような仮定が承認 し得 るか否かは，経験的に吟味

さるべきことであり，アプリオ リに想定さるべき

ものではないであろう。

 潜在能力を強調するもう一つの立場 として，入

社後の環境条件(職 務，上司，集団風土など)は

一定ではなく個人に よって差異はあるが，その差

異そのものが潜在能力のような個人的要因によっ

て説明可能である，とい う主張が考xら れる。こ

の場合，潜在能力とは，環境条件を選択した り，

それを望ましい形に変革できる能 力 と解 され，

Korman(1968)の 言 う 厂一般的適合性」の解 釈

に近い見方であるといえよう。しかし，このよう

な解釈はそれ自体データに照して検証さるべきこ

とである。われわれのこれまでの研究の結果によ

れば，潜在能力が高いことと，入社後に上司との

間に高い垂直的交換関係を経験するかどうかとい

うことは基本的に無関係であることが見い出され

ている(例 えば，18頁 の表4を 参照)。

 以上の点を考えると，組織における個人のキャ
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リア発達の予測的研究のためには，本人の潜在能

力に加え，組織の環境要因も説明変数 として分析

モデルの中に導入される必要があることが理解さ

れよう。これが組織内キャリア発達の「統合的モデ

ル」(situational model)(Wakabayashi，1983；

Wakabayashi， Minami，&Sano，1983)の 主 張

の第1点 である。すなわち，組織における個人の

キャリア発達の予測は，最 低 限 で も，個人特性

(潜在能力)と 組織の環境要因(垂 直的交換関係)

の2要 因の組み合わせに基づいてなされ る必要が

ある， ということである。

 統合的モデルの主張の第2点 は，これ ら2要 因

の相乗効果をも問題にする必要があるとい うこと

である。潜在能力と垂直的交換関係の2要 因は，

独立的 ・加算的にキャリア発達過程を規定 してい

るかもしれない。 しかしいくつかの研究は，両要

因は相互に影響しあい，複雑な相互作用のパター

ンを形成する可能性のあることを示唆している。

われわれの研究(入 社後3年 間の追跡調査)に お

いても，潜在能力と垂直的交換関係の興味ある相

互作用のパターンが明らかにされた(第1章 の図

10～ 図12を 参照)。 また，両要因の相乗効果の代表

的な現れ方 として，非代替性モデル(両 要因が十

分与えられた場合のみ高いキャリア発達が可能 と

なる)と 代替性モデル(い ずれか一方の要因が十

分に与えられれぽ よい，言いかえれぽ，キャリア

発達が阻外されるのは両要因とも不十分な場合の

みである)の2つ の型が示された(第1章 の図13を

参照)。組 織 内キヤリア発達がいずれのパターン

に従 うかは，興味ある研究関心であ り，このよう

な関心は伝統的な単一要因モデルではな く，複数

の要因を同時に考慮する統合的モデルによって，

はじめて解明可能 となろ う。

 さらには，上記要因に加え，組織内キャリア発

達を規定するものとして，従来 よりいろいろな要

因が指摘されてきた。そのうちでも，最初に本人

に与えられた仕事(す なわち，最初の配属先)と 出

身大学の知名度の2つ は，しばしば話題とされる

重要な要因である。特に後者に関しては，学歴の

効用論として，興味ある調査結果がすでにいくつ

か明らかにされてきている(麻 生 ・潮木，1977；

小池 ・渡辺，1979)。

 以上，組織内キャリア発達過程を理解するため

の統合的モデルにおいては，本人の学歴 ・潜在能

力，仕事の内容，対人的関係のありよう， といっ

た規定要因が，すべて同時に，説明変数 として考

慮される必要があることが強調されるのである。

II.統 合的モデルからのキャ リア発達

  過程の分析

 図14を ご覧いただきたい。図は，前述 した組織

内キャリア発達の統合的モデルにおいて言及され

た要因相互の連関を図式化 したものである。

 図14において諸要因は，4つ のカテゴリーに分

類されている。すなわち，

 第1は 「組織参入以前」(pre-entry)の 要因で，

これには出身大学と個人的背景要因(父 親の学歴

・職業，本人の人口学的特性など)が 属 し て い

る。われわれの研究においては，本人の年齢を除

いて，ほかの個人的背景データは収集されていな

い。

 第2は 「境界過程」(boundary process)に 係

る要因で，採用と配置に関する要因がこれに属す

る。採用の過程では潜在能力の高底が，配置では

：最初の正式配属先が，この過程を規定する重要な

変数となっている。

 第3は ，組織の境界を通過後，各人が自己の職

務活動を通じて役割獲得を展開していく過程に係

る要因である。 ここでの中心的な要因として，わ

れわれの研究では 厂本人←3上 司」間の 垂 直的交

換関係が問題 とされる。さらには，入社後の交換

関係のあ り方が，潜在能力の影響力を強めた り弱

めた りすること(す なわち，相乗効果の存在)も

想定されている。

 第4は キャリア発達の結果を示す諸要因で，こ

れらには最もハー ドな結果変数(地 位や給与)か

ら，かな りソフトな結果変数(価 値 ・態度 ・行動)

まで含まれている。

 なお，図14に は，組織の制度 ・構造 ・風土に関

する要因がキャリア発達の規定要因として示され

ているが，これらの要因は当面のわれわれの研究

においては分析の対象とされない。
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 1. 分析の手続き

 本モノグラフの第3章(次 章)に その結果が報

告される分析の眼 目は，図14に 示 し た①出身大

学，②配属先，③潜 在 能 力，④上司 との交換関

係，⑤潜在能力と交換関係の相乗効果(interacton

effect)の5つ の要因の組み合せ(統 計分析 上 で

は，重回帰方程式による線型給合)か ら，キャリ

ア発達の諸結果を予測する こ とに ある。 とりわ

け，潜在能力，交換関係，お よび両者の相乗効果

の3要 因がキャリア結果に対して持つ効果を吟味

することが分析における主要な課題とされるので

ある。

 以上を検討することに 向 けて，「百貨店組織」

の「1972年度入社の大卒男子社員たち」(80名)から

再びデータを収集することが試みられた。この試

みは，本モノグラフの第1章 にその結果を要約し

た1972年 度(入 社時)か ら1974年度(入 社3年 経

過時)ま での追跡調査の，いわばフォロー ・ア ッ

プ調査 ということになる。

 1982年 に実施されたこのフォロー ・アヅプ調査

では，質問紙によるデータ収集は行わず，会社の

公式人事記録のなかから各種の関連データを入手

することが考えられた。

 入手したデータの うち，とくにわれわれの注目

を引いたのは，入社後7年 目にあたる1978年度に

生 じた，係長への昇進の決定に関する記録であっ

た。すなわち，昇進は一率 ではなく， この年度に

係長になった人 となれなかった人，なった人のう

ちでも上半期で昇進が認められた人 と下半期で認

められた人 とい う具合に，当該社員たちのあいだ

に明確なキャリア発達上の分化が見い出されたの

である。

 それ故，われわれの分析の第1の 目標は，入社

後7年 目に起った 「はじめての管理職(係 長)昇

進」における分化(昇 進スピー ドの違い)を ，図

14に示した図式に従って予測し説明することに置

かれた。

 フォロー ・ア ップ調査では，上記の昇進データ

に加え，同じ年度の給与とボーナスの支給額につ

いても資料が収集された。しかし，これらのデー

タが収集可能であった社員の人数は，1978年 度時

点では，72名 に減少していた。 この減少は，本人

の離職や関連会社への出向などのため生 じたもの

であった。
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 以下に，統計的分析の具体的手続きを 述 べ よ

う。

 分析(重回帰分祈)に 利用される変数は，当然の

ことながら，独立変数と従属変数とに二分される。

 独立変数の扱いを受けるのは，図14に示 した5

要因，すなわち，①出身大学，②配属先，③潜在

能力，④交換関係，⑤(潜 在能力と交換関係の)相

乗効果，の5変 数である。従属変数 としてとり扱

われるのは，1978年 度の①昇進，②給与，③ボー

ナスと，1972年 度か ら1974年度までの追跡調査に

おいて収集された④職務遂行，⑤昇進可能性，⑥

ボーナス，の合計6変 数である。

 以下に，これら変数の構成について少しく説明

を加えよう。

① 独立変数

 ●潜 在 能力 ： 1972年 度 か ら1974年 度 までの追

跡調査 で作成 された潜在能 力の指 標がそのまま変

数 として利用 された。

 第1章 の 「潜在能力仮説」 のところで詳述 した

とお り，潜在能力の指標は，当該組織での入社試

験の結果か ら作成 された。すなわち，① 精神的分

化度(文 章完 成 法 テス トか ら判定)， ② 小論文，

③ 英語，④ 面接 の4種 のデ ータがそれぞれ得 点化

された。 これ ら4得 点間の相関関係を調べ た とこ

ろ，① と②③④ とはそれ ぞれ.35，.17，.29， ② と

③④ とはそれ ぞれ.38，.49， ③ と④ とは.59と ，1

つ(① と③ の相関 が .17)を 除 きすべ て1%水 準

で有意 な値 を示 した(11頁 の表3を 参照)。 以上 の

事実に基づ いて， これ ら4つ のテス ト得点は標準

化 され，合計 されて，単一 の 「潜在能 力」(human

potential， 以 下HPと 略 記)指 漂として構 成 さ れ

た。

 このHP指 標 は満足すべ き内的整合性(Cronba-

chの α係数 で.76)を 示 す とともに，その構成 要素

とな った各得 点 とはそれぞれ.56(精 神 的分化度

と)，.77(小 論 文 と)，.74(英 語 と)，.81(面 接

と)， と一貫 して高い相関関係を維持 していた。

 ● 垂直的交換関係 ： この変数は，Graenら の

アメ リカにおけ る役割獲得研究(Graen&Cash-

man，1975；Cashman， et. aL，1976)を も とに，

わ が国の実情 に合致すべ く修 正を 加 え た11項 目

 (4点 法)の 評定尺度 か ら構成 され ていた。項 目

の具体的 内容については，若林 ・南 ・佐野(1980)

を 参照 されたい。

 こ の変数 が問題 としている内容は，社員本人 の

目か ら把 え られ た， 自分 と上 司 との間 の対人的関

係 の質 である。例 えば，上 司へ の近づ きやす さ，

上 司が 自分に 対 し て 示 す柔軟性，上 司が支持や

配慮を示 して くれ る度合，上 司が 自分の希望や問

題点を理解 して くれ る程度，仕事を まかせ られた

り全力投球が許 され る巾，仕事の上での 自由度，

仕事の後でのつ き合いな どが問題 と さ れ い る。

同 じ事項が観点を変えて，上 司の 目か ら見た形 で

評定 されたが，分 析においては上 司の報 告ではな

く， 本人 の報 告に基づ いた結 果が用い られ た。

 1972年 度 か ら1974年 度 までの追跡調査では，都

合3年 間，通 算6回(2次 か ら7次 の調査時点)

に わた って交換関係 の測定が行われた(10頁 の表

2を 参照 の こと)。 そ して各時点 ごと，11項 目の

得点が合計 され，そ の 時点 で の 「垂直的交換」

(vertical exchange， 以 下VEと 略記)の 程度が指

標化 された。結 果 として6つ のVE得 点 が時系列

的 に構成 されたわけであ るが， これ ら各時点での

VE得 点は 十分 に満足 で きる信頼性を 有 し て い

た。 ちなみに，Cronbachの α係数は2次 か ら7

次 までそれ ぞ れ.87，.90，.92，.91，.91，.91

と非 常 に高 い ものであ った。 また，各時点でのVE

得 点(6箇)相 互 の相関(す なわ ち，時間 を通 じ

てのVEの 安定 性)を み ると，.37(2次 と7次)

か ら.80(5次 と6次)の 間で分布 し(メ デ ィアソ

r=.60)， す べて有意(ρ< .01)で あ った。

 これ らの事実は，本人が3年 間にわた って報告

した上司 との垂直的交換関係は，各時点で高い内

的整合性を有 し，かつ時間を通 じて非常に安定 し

た ものであ った ことを物語 ってい る。 この よ うな

結 果は，図2(11頁)と して示 した3年 間のVE得

点 の推 移か らも うなず け よ う。

 以 上か ら，最 終的 には，垂直的交換 関係の変数

は，2次 か ら6次 までの6つ のVE得 点 の平均値

として構成 され た。言 いか えれ ば，平均 され て単

一指標 となったVE得 点が
， 当該社員 たちが入社

後3年 間に経験 した上 司との交換関係 の質 の高 さ



を示していることになる。このような操作が可能

となった理由は，VEが3年 間を通じ，高 い内的

整合性 と安定性を有していたからに他ならない。
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本人の潜在能力効果を統制 した後でも，果して出

身大学の効果はキャリア発達に対して有意な結果

をもた らすか どうかというところにある。

 ●相乗効果 ： 潜在能力(HP)と 垂直的交換(V

E)と の相互作用(interaction)の 効果 を測定す

るために，それを反映する変数としてHP得 点 と

VE得 点を単純にかけ合わせたrHP×VE」 得点が

算出された。

HPあ るいはVE本 来の効果とは独立に， HPとVE

の特殊な組み合せが結果変数に与える影響力が，

この変数によって説明されることになる。この相

乗効果は，HPお よびVEそ れぞれの独自の効果を

調整する働きを持つので，結果として，VE×HP

変数は回帰方程式の中ではマイナスの符号をとる

ことが予想される。

 ● 出 身大学 ： キ ャ リア発達におけ るいわゆ る

 “有名大学効果”を検証す るための変数が作成 さ

れた。会社 資料 に よれば，72名 の社 員の出身大学

は22大 学 にわ た って いた。そ の ため， 以下 の よ

うな手続 きで，それぞれ の出身大学 の ランクづ け

(university ranking， 以下URと 略 記)が な され

た。 まず，3人 の評定者(大 学院生2名 と教官1

名)が 独立に，それぞれの大学が世間一般で どれ

だけの威信(prestige)を 与 え られてい る かにつ

いて，4ラ ンク(A，B，C，D)で 評 価 した。 そ し

て評価 の高 い方か ら順 に4，3，2，1の 得 点 を与

えた。 この評価 の一致 の度合 を，3者 間 の相関係

数 として算出 した ところ，結 果は.92，.90，.88と

きわめて高い一致率を示 した。

 と ころで，“有名大学効果”の中味は必ず しも明

らかではない。有名大学効果があ るとすれぽ，それ

は①与xら れ る教育 内容の違 いに よるのか，②学

生 のアカデ ミックな能 力の差異 に よるのか，③ そ

れ とも大学生活 を通 じての企業人 となるための社

会化経験 の質 の違 いに よるのか(南 ほか，1977；

Wakabayashi， et. al.，1977)， は っき り した とこ

ろはつかめていない。 しか しい くつかの研究が，

わが国組織 内キ ャ リア発達 に対 す る出身大学の効

果を報告 してい る(Pucik，1981；Pucik&Hanada，

1982)。 分 析にお けるわれわ れ の 関心の一端は，

 ●最初の配属先 ： 新入社員として最初に配属

された部署が，会社でのその人の将来を決定的に

左右する，とい うことがよく言われる。 しかし，

この仮説を実証的に検証 した研究となると多分皆

無であろう。われわれの分析では，新入社員研修

明け後に最初の正式配属先 として決定された部署

を取 り上げ，「最初の職務」(丘rst job，以下FJと

略記)が 新入社員たちのその後のキャリア発達に

どのような効果を与えたかを吟味する。

 追跡調査のフィール ドとなった当該百貨店にお

いては，人びとの間に “デパートマンとして一人

前になるためには，まずなによりも売場での仕事

をマスターすることが重要である”ということが

一・般に言われていた。加えて，東京 ・大阪 といっ

た大都市の支店での経験が，他の中小支店での経

験よりも有利なものとなると い うこ とも広 く信

じられていた。そこで分析においては，新入社員

の最初の配属先を 「大型店での売 場 の 仕事」と

厂それ以外」の2つ に分類することを試みた。そ

して前者の仕事に配属された者 に は “1”，後者

の仕事に配属された者には “0”を与え，最 初 の

配属先の効果を浮き彫 りにするためのダ ミー変数

を構成した。

 重回帰方程式の中では， このFJ変 数は，「大型

店の売場」での経験がその後のキャリア発達に与

る効果を，「それ以外」の職場での経験 の 対比と

して明らかにしてくれるはずである。

 以上5つ が，組織内キャリア発達の規定要因と

しての独立変数である。

 先の図14に 示したとお り，これ ら5変 数の う

ち，出身大学(UR)， 潜在能力(H：P)，配属先(FJ)

の3つ は個人が当該組織内で実際に役割獲得を開

始する以前か ら，彼に とって既に存在している要

因である。そしてこれらの要因は，後続過程 とし

ての組織参入後の役割獲得とは独立に，キャリア

発達の結果を規定しているものと考えられる。い

うなれば，これら3つ の変数はキャリア発達にと
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っての 「個人的背景要因」ないし 「先行要因」と

呼ぶことができよう。 というのは，もしある人の

出身大学，潜在能力，最初の配属先の3つ に関す

る情報が与えられれば，それだけで(組 織での彼

め職務経験の質を問 うことなく)，当該組織 で そ

の人が一一定期間内にどのようなキャリア結果を生

み出しているのかが，事前に予測可能となるから

である。

 これに対し垂直的交換関係(VE)は ，個人が組

織に参入して最初の仕事についた後で，現実の職

務経験を通 じてはじめて経験され，測定可能とな

る要因である。い うなれば，VEは 組織の 境界通

過に続 く 「後続要因」であ り，キャリア発達過程

そのものと時間的に連動する 「組織的過程要因」

と考xる ことができる。同様な意味で，潜在能力

と交換関係の相乗効果(HP×VE)も 後続ないし

過程要因とみなすことができる。

 問題はこれらの過程要因が，組織内キャリア発

達に対して果してどれだけ独立の影響力を持って

いるかとい う点である。もし入社後の上司との交

換関係が何らかの独立的な影響力を発揮している

としたら，それは先行する個人的背景要因の効果

を取 り除いた後でも有効な力として存在し続けな

けれぽならない。

② 従属変数

 前 述 の5つ の独立変数に よって説 明され，予測

され るべ き対象 として合計6つ の結果変数が取 り

あげ られた。 これ らは，1972年 度 か ら1974年 度 ま

での追跡調査 でのデータか ら構成 された もの(す

なわ ち，昇進可能性 ・職務遂行 ・ボーナ ス)と ，

今回 のフ ォロー ・ア ップ調査を通 して会社 側 の19

78年 度 人事記録か ら構成 された もの(す なわち，

昇進速度 ・rナ ス ・給与)と か らな ってい る。

 ●昇進可能性(1974)： 入社3年 目にあたる19

74年度の下半期に，会社は多面観察の方法(佐 野，

1976； 佐野 ・槇田 ・関本，1970)を 用いて，当該

社員各人の能力評価を実施していた。

 多面観察とは，社員各人の能力を①多様な側面

から，②多数の人びとの目を通して，評価しよう

とす る も のである。評価の領域 として，①百貨

店の業務に必要な 厂具体的能力側面」と，②技術

的能力，管理的能力，対人的能力，エネルギー，

精神的分化度の5つ の 「一一般的能力側面」が取 り

あげられていた。評価者のパネルは通常，直属上

司とその上役 ・本人の同僚 ・先輩 ・人事課スタッ

フ ・そして本人自身を含む6～7名 の人び とから

な り，これらの人びとは本人 との経験にもとつい

て，それぞれ独立に先にあげた種 々の側面に対 し

て5点 尺度を用いて評価を行っていた。

 さて問題の昇進可能性であるが，この指標は前

述の技術的能力 ・管理的能力 ・対人的能力 ・エネ

ルギー ・精神的分化度の5つ の「一般的能力側面」

での評価結果を合計することによって 構 成 され

た。 まず上記5側 面での合計点が各評価者 ごとに

計算され，ついで評価者間での平均が求められ，

この平均点が最終的に 「昇進可能性(1974)」 変数

として採用された。したがってこの変数は， 日常

業務を通 じて，さまざまな側面か らいろいろな人

によって，入社3年 目の終 りに評価された，社員

各人の将来の可能性としての潜在能力の水準を示

すものとみなすことができよう。

 ●職務遂行(1972～1974)： 表2(10頁)に 示 し

たごとく，当該社員たちの職務行動は，入社後3

年間，質問紙を用いて，彼らの直属上司によって

合計6回 評定されていた。分析では，この6回 の

評価の平均が，社員各人が入社後3年 間に達成し

た職務遂行(job performance， 以下Jpと 略記)

の水準を示す指標として採用された。

 質問紙を用いた各回の評定では，上司に彼の部

下である社員各人の職務行動を，仕事の信頼性 ・

注意深さ ・対人的折衝力 ・計画性 ・技術的能力 ・

貢献度 ・人間的魅力 ・貢献意欲 ・業務の将来の見

込み，とい う9側 面から評価(5点 法)す ること

が求められた。これら9つ の得点 は合 計 さ れ，

各回ごとに単一の職務遂行得点が 算 出 された。

この職務遂行の指標は高い信頼性を示 し(Cron-

bachの α係数は.88か ら.94の範囲で分布)，加 え

て，時間を通じての安定性も満足できる水準にあ

ることが確められている。すなわち安定性に関し

ては，6時 点の間でのすべての組み合わせについ

て相関係数が計算されたが，算出された15の 相関



係数は，r=.15(2次 と6次)か らy=.70(2次

と3次)の 範囲で分布 し， メデ ィア ンでr=.46を

示 した。そ して最低 の値 を除 いてすべ て1%水 準

で有意 であ った。

 ● ボーナス(1974)： 1974年 度 下半期の ボーナ

ス額がその まま用い られた。当該社 員たちの給 与

には，入社3年 目の終 りに至 って も，い まだ見 る

べ き変動(ぱ らつ き)が 生 じてお らず， この時期

のボ ーナスにおいてや っと， キ ャ リア発達 の結果

と目され る個人 間の変動が認 め られ たのである。

 ● 昇進速度(1978)： 前 述 した ごと く，入社7

年 目に突入 した1978年 度 当時，当該社 員たちの間

にキ ャ リア発達上での最初の決定的な出来事が生

じていた。 それ は係長ポス トへ の昇進 であった。

 この係長 ポス トへ の昇進が決定 した時期 に着 目

す ると， 当該社員 た ち は，昇 進 速度(speed of

promotion， 以下SPと 略 記)に お い て3つ のグル

ープに分れた
。す なわ ち第1の グル ープは，1978

年3月 す なわ ち入社6年 目の終 りに，いち早 く係

長ポス トが与え られた人 たちで(51%)， 第2の グ

ル ープは，入社7年 目の中頃 つま り1978年11月 に

昇進が決定 した人た ち(36%)， そ して第3の グル

ープは
，入社7年 目時点 で係長へ の昇進が決定 し

なか った人たち(13%)， の3群 であ る。

 分 析に向けて，第1， 第2， 第3の グル ープの

社員たちにそれぞれ “3” “2” “1” の値 が付与

された。係長ポス トへの昇進 の速 さを示 す このS

P指 標の分布 をみる と，高得点(“3” 一速 い昇進

グループ)に 片寄 り正規分布 には程遠い ものであ

ったが， キャ リア発達上 の重要な結果変数の一つ

として分析に持ち込 まれ ることにな った。

 ●ボーナス(1978)： 昇進速度の指標に時期を

合せるかたちで，1978年 度中に支給されたボーナ

ス(総 額)が 用いられた。

 ●給与(1978)： 同様に，当該社員各人の1978

年度における税込み基準内給与額(月額)が 用いら

れた。

 なお，給与とボーナスの2変 数は，何の変換 も

加えず100円 台を四捨五入 した数値で分析に持ち
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込まれた。

2.分 析の方略

 統計的分析を通して検討され確認されねぽなら

ない事項，いわば分析の目的を仮説のかたちで整

理すれぽ，以下のごとくである。

 仮説① 組織における個人のキャリア発達は，

それが展開 され る 具体的な組織状況に係る要因

 (過程要因)に よって最：もよく説明されるのでは

ないか一…すなわち，われわれの分析においては，

 「上司との垂直的交換関係」(VE)お よび 厂潜在

能力との相乗効果」(VE×HP)の2変 数が，他の

どの独立変数よりも従属変数に対して高い説明力

を示すであろ う。

 仮説② 個人の 厂潜在能力」(HP)が キャリア

発達に対 して持つ影響力は，組織の具体的状況の

あ り方いかんで異なったものとなるのではないか
一一すなわち，潜在能力はいかなる状況でも効果

を発揮する万能な“力”ではなく，一定の状況要因

 (われわれの分析においてはVE変 数)と の結合関

係次第でその効果は異なつて くるであろ う。

 仮説③ 潜在能力だけ，あるいは交換関係だけ

といった伝統的な 「単一要因モデル」 よりも，潜

在能力と交換関係お よび両者の相互作用の3要 因

の結合を取 り込んだ 厂統合的モデル」の方が，組

織内キャリア発達の諸結果を説明するのに有効性

を発揮するであろ う一一一・問題は，どの程度の有効

性を発揮するのかとい うことである。

 仮説④ 以上の統合的モデル で の諸変 数Y'，

さ らに 「昇進可能性(1974)」 と 「職務遂行(1972

～1974)」 を独立変数としてつけ加えた場合，説明

力は当然ながら増加するであろう一 一問題は，ど

の程度増すのかとい うことである。

 以上の諸仮説を検討するのに好都合な手法とし

て 「階層的重回帰分析」(hierarchical regression

analysis)が 援用された(Cohen&Cohen，1975)。

この手法は組織行動研究の領域では，近年， リー

ダーシップ行動の効果分析に よく用いられるよう

に なって きている(Katerberg&Hom，1981：

Rousseau，1978；Vecchio，1982)o

 階層的重回帰分析の手順はおおよそ次のようで

ある。まず，あらかじめ決定されている順序に従っ
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て独立変数が次hと 回帰式に投入されていく。そ

して，新 しく独立変数を投入したその都度 「決定

係数」(R2)が 算出される。すなわち，ある特定の

独立変数の追加によってR2が どれだけ増加 した

かが吟味されるのである。もしこの増分が十分に

大きなものであれば，新しく追加した変数は，先

行する(前 段階で投入された)変 数の効果とは独

立でユニークな説明力を示したことを意味する。

 われわれの分析においては，独立変数は3段 階

のステ ップに従って回帰式に投入された。第1ス

テ ップでは，3つ の 「背景要因」だけから結果変

数がどれだけ説明可能かを検討すべ く，UR， FJ，

HPの3変 数が一括して投入されRZが もとめられ

た。第2ス テ ップでは，上記3変 数にVEとVE×

HPの 厂過程要因」を加 えた5変 数で分析が行わ

れた。そして，これら2つ の過程要因を追加して

投入 した ことに よってRzが どれだけ増大 した

かが吟味された。

 第2ス テ ップでのRZの 増分 は，組織参入以前

の個人の背景要因とは独立に，彼の組織参入後で

の経験(上 司との交換関係)が ，どれだけ当該個

人のその後のキャリア発達を規定 したかを量的に

指し示すものである。もしR2の 増分が十分 に大

きくな く統計的に有意でないとすれば，組織内キ

ャリア発達過程は， もっぱら組織参入に先行する

個人的背景要因(出 身大学 ・配属先 ・潜在能力)

によって規定されているということになる。しか

し逆に，R2の 増分が十分大きく統計的 に 有意と

なれば，組織内キャリア発達は入社後のダイナ ミ

ヅクな過程要因(上 司との交換関係 ・それ と潜在

能力との相乗効果)に よっているということにな

る。

 以上は基本的に，先に整理 した仮説①を検討す

るための方略であるが， この分析結果か ら，仮説

② と③の吟味も可能 となって くる。す な わ ち，

潜在能力と交換関係 との相乗効果に関する仮説②

は，VE×HPの 回帰係数の大きさと符号を検討す

ることによって明らかにされる。また仮説③は，

背景要因に過程要因を加えた5変 数で， どれだけ

の説明力(RZ)が 得 られたかを検討することによ

って答えが帰結される。

 以上の分析のあとで，各人の入社3年 間(1972

年度～1974年 度)で の業績がその後の昇進にどの

ように関係したかを検討すべ く，第3の ステ ップ

が実行される。ここでは，前述の第2ス テ ヅプで

の5変 数につけ加えて，入社3年 間 の業 績 を示

す 指 標，すなわち 「職務遂行(1972～1974)」 と

「昇進可能性(1974)」 の2変 数が新しく回帰式に

投入される。そして，R2が どれだけ増大 したか

が検討されるのである。

 この最後の第3ス テ ップは基本的には仮説④の

検討に向け られ た 分析であるが，同時に，俗に
“石の上にも3年 ”とか “最初の3年 間が勝負”と

表現 され て いる組織内キャリア発達過程の “節

目”の意味を，統計的 ・定量的に検討する意味も

持っている。
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1.変 数間の相互連関の検討

1.相 関 分析

 まず最初に，分析に用いた変数の間にどのよう

な相互連関が存在しているのかを検討 してお こ

う。

 表5は ，独立変数と従属変数を合わせた，計10

変数間の相関関係を示したものである。表5の 結

果は，以下の6点 に要約できよう。

 ① 従属変数相互間には高い相蘭関係がある。

最低はy=.27(1974年 度のボーナスと1978年 度

の給与)，最高はr=.83(1978年 度の，昇進速度

とボーナス額)で あるが，いずれの相関係数 も統

計的に有意 となっている。

 また，入社3年 目でのキャリア諸結果(変 数の

④，⑤，⑥)と ，7年 目での諸結果(変 数の①，②，

③)と がかな り高い相関関係を持っていることが

わかる。

 ② 表の うち，①～⑤の変数は，会社での公式

人事記録に基づいて作成された変数であった。こ

れ ら①～⑤の変数は，われわれ研究者側が独自に

用意した質問紙に基づいて構成された変数，すな

わち，変数⑥の 「職務遂行(1972～1974)」(直 属上

司によって評価された社員各人の3年 間にわたる

職務遂行)と ，一貫して有意な相関関係を保持し

ている。このことは，われわれの追跡調査(1972

年度～1974年 度)を 通して得 られた資料が，当該

会社内蔀での実務上の資料と密接な関連を有 して

いることを意味する。

 ③ 予測(独 立)変 数に目を転ず ると，その中

では，とりわけ，変数⑩の 「垂直的交換(1972～

1974)」 が，6つ の基準(従 属)変 数 と一貫 して有

意な相関関係を結んでいるのがわかる。、このこと

は，「垂直的交換(1972～1974)」 とい うキャリア

発達の 「過程要因」変数は，「出身大学」や 「最初

の配属先」， また 「潜在能力」といった 「背景要

因」変数に比べ，キャリア発達の諸結果を説明す

ることに向けて，より有力な変数であることを示

唆 している。また，垂直的交換変数の重要性は，

1972年 度～1974年 度(入 社 後3年 間)で も，ま

た1978年 度(入 社後7年 目)で も変 りないことも

推察される。

 ④ 潜在能力は，基準変数 と一貫して正の相関

を示してはいるものの，その強さはいずれの場合

も，垂直的交換のそれと比べてかな り弱いことが

わかる。この原因として，理論的説明と方法論的

説明の両方が可能である。理論的説明としては，

すでに繰 り返し強調したように，個人的背景要因

(潜在能力要因)よ りも組織的環境要因(上 司との

交換関係要因)の 方が，キャリア発達の規 定 要因

としてより直接的である，と考えられることであ

る。方法論上の説明としては，潜在能力の測定法

の不適切さが問題とされるかも知れない。とい う

のは，Brayら(1974)やHinrichs(1969，1978)

の研究では，各人の潜在能力は体系的なアセスメ

表5 分析に用いられた全変数間の相関関係(N=72)

変 数 0 0  0 0 ｩ   o o   to

① 昇 進 の 速 さ(1978)

② 給  与(1978)

③ ボ ー・ ナ ス(1978)

④ ボ ー ナ ス(1974)

⑤ 昇 進 可 能 性(1974)

⑥ 職 務遂 行(1972～1974)

.56**

.83**

.42**

.49**

.55**

.55** 一

.27*    .48**

.44**   .51**

.35**   .44**

.63** 一

.62**   .66**

⑦ 出 身 大 学  .04

⑧ 最 初 の配 属 先  .11

⑨ 潜 在 能 力  .29*

⑩ 垂 直 的 交 換(1972～1974).30**

 *p<.05，  **p<.01

.11

.24*

.07

.24*

.12

.12

.21

 .18

一
.12

 .22

.33**   .33**

 .06 一.03

一 .07   一一一.03

 .22  .27*

 .36**   .35**

.11 一

.32** 一.20

.23*  一一・.18 .21

(注)： 表中，変数の①～⑥は基準変数(従 属変数)を ，変数⑦～⑧は予測変数(独 立変数)を 意味する。



ント・セソター方式によって測定され，それに基

づいてキャリア発達の予測がなされている。 しか

しわれわれの研究では，潜在能力の評価は採用試

験のデータに基づき行われてお り，アセスメソト

・セソター方式ほどの体系性をそなえていない
。

この測定上の弱点が，表5に お け る潜在能力変

数と基準変数 との相関を低めているのかも知れな

い。 この点については，次章の考察においてさら

に詳しく述べる。

 ⑤ 出身大学は，潜在能力および垂直的交換と

それぞれy=.32，r=.23と い う，ゆるいながら

も正の相関を示している。しかし，キャリア発達

の諸結果を意味する基準変数とは何の有意な相関

も持っていない。このことは，出身大学は，キャ

リア発達の過程要因(す なわち，垂直的交換変数

と相垂効果変数)と は多少の関係を有するが，キ

ャリア発達の結果そのものを左右するほ どの重要

な働 きは持 っていないことを示唆している。具体

的には，高 ラソク大学出身の社員は低ランク大学

の出身者に比べ，高い潜在能力を有し，上司との

交換関係 も高 くなる傾向がみ られる。しかし，だ

か らといって高ラソク大学出身者が，キャリア発

達の上で有意に高い成果を達成しているとい うわ

けではない。表5の 結果に見る限 りは，いわゆる

厂出身大学の名柄効果」はごく限定されたもので

ある，とい うことである。

 ⑥ 潜在能力と垂直的交換の2変 数の間には独

立性が存在している。表5に 明らかなごとく，両

者の相関はr=.21と 統計的有意の水準に達して

おらず，潜在能力変数 と垂直的交換変数とが基本

的には無関係であることがわかる。すなわち，上

司との交換関係の上で新入社員が入社後3年 間ど

のような経験をするかは，彼の潜在能力が高いか

低いかによっては何ら影響されない，とい うこと

である。言いかxれ ば，入社前に測定された本人

の潜在能力の高低から，入社後の上司との交換関

係の質を予測することはできない， とい うことで

ある。

 以上の諸結果は，組織内キャリア発達の統合的
モデルの主張とよく合致している。すなわち，潜

在能力と垂直的交換は相互に独立で，かつそれぞ
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れ独自な形でキャリア発達の基準変数 と相関を持

っている。加えて，過程要因である垂直的交換の

影響力は，先行要因である潜在能力のそれ より強

力なようである。

 このような結論は，最終的に重回帰分析によっ

て裏付けられる必要があるが，その前に諸変数間

の相互連関を，別の角度か ら，さらに詳しく検討

しよう。

2. より突っ込んだ分析

 表5の 結果で見る限 り，組織内キャリア発達を

規定する(観 点をかえれぽ，説明する)要 因とし

て，垂直的交換(VE)と 潜在能力(HP)の2つ が

特に重要な変数であることが示 唆 され た。そこ

で，これら要因が，「キャリア発達の結果」(career

Outcomes)を 意味する基準変数の値 との間に， ど

のような関連を有 しているのかを検討 してみた。

 まず，垂直的交換(VE)の 影響力をみるために，

VE尺 度の上で社員全体を2グ ループに分け(高

VE群 と低VE群)， 両群間で基準変数の平均値に

どのような違いがあるかが検討された。表6は こ

の分析の結果を示したものである。

 表6に 明らかな通 り，入社後3年 間で高い交換

関係を経験した社員たち(高VE群)は ，それが低

  表6 「垂直的交換関係」の高低に基づく比較
               (平均値の差異)

        垂直的交換

変 数(1972^1974)(蕗2)・

昇 進 の 速 さ

  (1978)

給

  (1978)

ボ ー ナ

  (1978)

ボ ー・ ナ

  (1974)

 務 遂

与1

ス1

ス1

職    行
(1972^一1974)

昇 進 可 能 性
  (1974)

出 身 大 学

潜 在 能 力

1単 位(千 円)

 Low

(N三35)

 2.17

 (.79)

176.5

(10.3)

929.9

(?4.2

139.8

(1.3)

47.2

(5.7)

51.7

(7.2)

 2.69

 (.so)

48.3

(7.5)

High
(N=37)

 2.60
 (.55)

181.3
(3.0)

962.5
(54.2)

140.7
(1.4)

51.1
(4.4)

56.1
(4.1)

 3.16
 (.93)

50.5
 (7.6)

2.392.66**
 (.70)

179.0   2.68**
(7.s>

946.6   2.14*
(66.3)

140.3   2.93**
(1.4)

49.2   3.24**
(5.4)

53.9  3.25**
(6.2)

 2.93  2.21*
 (.94)

49.4  1.20
(7.6)

      *p<.05，  **p<.01

(注)： カ ッ コ内 の数 値 は標 準 偏 差 を 示 す 。
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かった社員たち(低VE群)に 比べ，6つ の基準変

数すべてにおいて有意に高い平均値 を 示 してい

る。特に興味深いのは，入社7年 目(1978年 度)

のキャリア結果で，高VE群 は低VE群 に比べ，

.月額給与で4，800円 ，ボーナスで32，600円 高 く

なっている。同様に1978年 度に起った係長昇進に

おいても，高VE群 は低VE群 に比べそのスピー

ドが有意に早い。

 表6を さらに詳しく検討すると，垂直的交換は

出身大学のラソキソグとも有意な関係を示してい

る。 しかし，潜在能力との関係は有意とはなって

いない。 これ らの結果は，先の相関 分 析 の結 果

(表5)と もよく照合する。出身大学(UR)と 入社

後の垂直的交換(VE)と の間に有意な関係が存在

してくる理由として，①いわゆる有名大学の出身

者は対人関係上の “能力”が高いから，あるいは

②直属上司が部下である新入社員の出身大学に依

って(意 図的であれ無意図的であれ)対 人的交換

上での “対応”を変える故，との2つ が，一応，

仮説 として考えられ よう。 しかし，いずれが真実

であるのかは，われわれの研究の範囲内では不明

である。

 出身大学は，表5で は潜在能力とr・=.32と 統

計的に有意な相関を示していた。出身大学は4段

階にラソクづけされたが，これら4ラ ソクと潜在

能力上での高低2群 との関係を検討した結果が表

7と して示される。表7に よれば，第1ラ ソクの

大学出身者の うち69.6%が 高い 潜在能力の所有

者となっている。第2ラ ンクの大学 出 身者 の場

合，潜在能力の高低とは明確な結びつきが見られ

ない。 しかし第3お よび第4ラ ンクの大学出身者

  表7 「潜 在 能 力 」 と 厂出 身大 学 」 と の 関係

           潜 在 能 力 出 身 大 学  
一 …一 一一 一一 一一一 一 全 体

          High   Low

 第1ラ ン ク 16(69.6)7(30.4)23(100)

第2ラ ゾ ク 14(51.9)・13(48.1)27(100)L

 第3ラ ン ク 5(31.3)11(68.8)16(100)

 第4ラ ン ク 1(16.3) 5(83.3) 6(100；

  全 体36(50.0)36(50.0)72(100)

Xz=8.48， df=3；p<.05

(注)： カ ッコ内 の 数 値 は 比 率(%)を 示 す 。

の場合，Low潜 在能力群に 分類される割合は，

それぞれ68.8%お よび83.3%と 増大し，低い大

学ラソクと低い潜在能力との関係がより顕著とな

ってい く。

 以上の事実から，出身大学の “知名度”あるい

は “銘柄”の持つ意味をまとめれぽ次のようであ

ろ う。①本人の潜在能力が高い(厳 密な意味では

入社試験の成績がよい)こ と，そして，②入社後

の上司との交換関係が良好であること，である。

しかし表5に おいて検討 した通 り，出身大学変数

はキャリア発達の基準変数 とは何 ら有意な相関を

示 していない。 とい うことは，「出身大学の名柄

効果」は，キャリア発達の 「条件」を有利にする

ことに多少貢献する程度であり，キャリア発達の

「結果そのもの」には直接結びつかないもの，と

考えてよいであろう。

 ところで，基準変数の一つである昇進速度は，

前章において説明した通 り，「速い」 厂遅い」 「未

昇進」 とい う3つ のグループを数量化したもので

あった。 しかし付与された値は，基本的にはカテ

ゴリー変量であり，出来れぽ分析はそれに相応 し

いものが適用されるべきことは言 うまでもない。

そこで，上司との垂直的交換の高低2水 準 と昇進

速度の3水 準を組み合わせた2×3の クロス表を

作成して，これを分析の対象 とすることが試み ら

れた。表8が この分析の結果を示している。

 表8の 結果によると，入社7年 目の 最 も早い

時期に係長への昇進を達成した37名(第1グ ルー

プ)の うち23名(67.2%)は ，入社3年 間を通じ

て上司との間に高い垂直的交換関係を経験してい

た。これとは逆に入社7年 目に係長への昇進を達

昇 進 の速 さ
 (1974)

表8 厂垂直的交換関係」と

   「昇進の速さ」との関係

         垂直的交換

L第1グ ル ー プ ，・

 第2グ ル ー プ

 第3グ ル ー プ

 全 一 体

 (1972^一1974)… 全 体
 High     Low

23(6Z.2)  14(37.8)  37 (100)
13(50.0)  13(50.0)  26 (100)
1(11.1)   8(88.9)   9 (100)

37(51.4)  35(48.6)  72 (100)

Xz=7.58， df=3； p<.05

(注).： カ ヅ コ内 の装 値 は 牝 率(%)を 示 す 。
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成できなかった9名(第3グ ループ)の うち8名

(88，9%)ま では，入社後の最初の3年 間で上司

との良好な交換関係を形成できなかったグループ

に属していた。しかし昇進速度が中間の群(第2

グループ)で は，垂直的交換の高低による差異は

見い出されなかった。

 以上の諸結果から，入社後の初期3年 間での高

い垂直的交換関係の経験はその後の早い昇進 と，

逆に低い経験はその後の遅い昇進と，密接な関係

を持っていることがわかる。

II.諸 仮 説 の検証

 表9は ，前章 において整理 した組織 内キ ャリア

発達 の メカニズムに関す る諸仮説 を経験的 に吟味

すべ く試 み られた 「階 層的方法 に基づ く重 回帰分

析」(hierarchical regression analysis)の 結 果 を

要約 したものである。

 重 回帰分析は，以下 の如 くの2段 階 でお こなわ

れ た。す なわ ち，第1ス テ ップ で は， 出 身 大 学

(UR)， 最 初 の配属先(FJ)， そ して潜在能 力(HP)

の3つ の変数が独立変数 として一括 して回帰式に

投入 され， これ ら3独 立変数に よって説明可能 と

なった分散 の量(決 定係数，R2)が ， それぞれの

従属変数について求め られた。表9で は，Rzと

し てこの値が示 されてい る。引 き続 く第2ス テ ッ

プでは，垂 直的交換(VE)と そ の相乗効果(VE×

HP)が 回 帰式に 追加 され， 合計5独 立変数に よ

る決定係数が求め られた。表9で は，Rz2と して

この計算 の結果が示 されてい る。

 しか るのちに，第1ス テ ップか ら第2ス テ ップ

にかけ ての決定係数の増分が，1～d2=.R22_R12と

し て算 出された。 このRd2の 大 きさは，第2ス テ

ップで追加 されたVEとVE×HPに よ って新た

に説 明可能 となった分散 の量(R2の 増 分)を 意味

している。つ ま り，Rd2は ， 第2ス テ ヅプで回帰

式に投入 された独立変数(す なわ ちVEとVE×

HP)の 持 つ 独 自の説 明力の 大 きさを示す 指標に

ほかな らない。表9に おいては，このR♂ の値 が

統計的に有意であ るか否かを検定 した結果 も示さ

れてい る。

 な お表9に は，第2ス テ ヅプで得 られた偏回帰

係数(標 準化 された値，β)，お よび 自由度調整済

みの決定係数(カ ッコ内の数値)も 示 され る。

1. 状 況 要因(VE， VE×HP)の 効 果

われわれが経験的に吟味すべき諸仮説の うち第

1仮 説(仮 説①)の眼 目は，組織における個人のキ

表9 階層的方法に基づく重回帰分析の結果=第1ス テップと第2ス テップの比較

  薊 冒 一   堺籥.1ス 鍔7ぞ   麝 凱嬬 丁 ヲぞ道    …  …咄

従 属 変 数
投入された独立変数

出身大蝿 灘 融 炉 饗 相乗効菓
(UR)_(F7) (HP) _(VE)(VExHP)

 一.1$    .24*  1.74**   2.03'k  -2.45**

加された独立変数

         Rl2  RZz  1ぞd2

昇 進 の 速 さ(1978)

給

ボ

ボ

与 (1978)

ナ ス(1978)

ナ   ス (1974)

昇 進 可 能 性(1974)

職 務 遂 』行(1972～1974)

一
.02    .31*   .63 .95 .95

一
.06    .21   1.49*    1.85*  一2.22*

.07  一.06    .79

一
.09    .04    .25

一
.22    .12    .61

1.09   -1.16

.43

.75

.12

.56

.126*
(.os9>

.077
(.037)

.074
(.034)

.070
(.030)

.048
(.oos)

.oss
(.040)

.270**
(.214)

.157*
(.093)

.198*
(.137)

.151*
(.ogs>

.155*
(.090)

.205**
(.143)

.144**

.080**

.124**

.081**

.107**

.117**

*pG .05， **p<.01

；(注)：1. 表 中 の数 値 は標 準 化 され た 偏 回 帰 係 数(β)を 示 す 。

   2.R、2と7222は そ れ ぞ れ ，第1ス テ ップ と第2ス テ ップ で得 られ た 決 定 係数 を 意 味す る 。ま た ， j2d21jlzz-R，z。   
3. カ ッ コ内 の数 値 は 自 由度 調 整 済 み の決 定 係 数 を 示 す 。
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ヤ リア発達の結果(career outcomes)は ，状 況要

因(過 程要 因)か ら最 もよ く説 明 され る， とい う

点 にあった。

 この仮説①が支持 され るためには，キ ャ リア発

達 の過程要 因(具 体 的には，VEとVE×HP)が ，

キ ャ リア発達 の先行 要 因(具 体的 には，UR， FJ，

HP)の 効 果 とは独立に， キャ リア発達の基準変

数(重 回帰分析で の従属変数)に 対 して大 きな説

明力を有す ることが立証 され る必要があ る。すな

わ ち表9で 言えば，Rd2の 値 が十 分大 きく，統 計

的に も有意であ ることが， 仮説① の検証 に とって

必要 な条件 となる。以下，表9の 結果 を詳 し く検

討 してい こう。

 まず第1ス テ ップとしてな された重回帰分析の

結果(.R12)で あ るが， UR， FJ， HPと い う3つ の

先行要因のみに よって，統計的に有意な形で説明

可能 とな った基準変数は 「昇進速度(1978)」 だ け

であ った。 この変数 においては，全分散 の12 .6%

が3つ の先行要 因の結合 として説 明可能 となった

ψ<.05)。 しか し 他の基準変数においては，Rz

は なん ら統計的有意 の水準に達 していない。

 先 の相関分析(表5)に お い ては，URは 「給

与(1978)」 と，そ してHPは 「職務遂行(1972

～1974)」 とそれぞれr= .24，r=.27と い う有意

な相関関係 を示 していた。 しか し，今回の重回帰

分析においては，これ らの基準変数に対す るRz

の 値は統計的に有意な結果 とはな らなか った。

 以上 の結果は，出身大学 ，最初 の配属先，本人 の

潜在能 力 とい う3つ の「キャ リア発達 の先行要因」

は，それ らすべ ての規定 力を結合 してみ て も，入

社3年 目と7年 目にお けるキ ャ リア結果を体系的

に説 明す るには， きわめ て不十分 な力 しか もって

いない こ とを意味 してい る。

 第2ス テ ヅプでの結果(R22)に 目を転 じよ う。

表に明 らかな通 り，RZ2は す べて統計的に有意で

あ った(p<.01)。 特 に 「昇進速度(1978)」 に おいて

は全分散の27.0%が5変 数の結合に よって説 明可

能 とな り，続 いて 「職務遂行(1972～1974)」(20.5

%)， 厂ボーナス(1978)」(19.8%)に お いて高 い説

明力が得 られ ている。 また，決定係数 の大 きさは，

基準変数 の時間的 な差(1972年 度 ～1974年 度 での

結果か1978年 度 での結果か とい うこと)に は，な

ん ら特別 な関係は ない よ うであ る。

 これ らの結果は，キ ャ リア発達の過程に係 る2

つ の要因を説明変数 として追加す る こ と に よっ

て，説明力がすべての基準変数 に対 して一段 と飛

躍 した ことを示 してい る。 ちなみに，Rd2(Rdz=

1～22-R、2)は ， 表 に明 らか な通 り，すべ て 統計的

に有意 ⑦<.01)と な ってい る。 この説 明力のア

ップは，「昇進速度(1978)」(14.4%)を 最 高 に，

「ボーナ ス(1978)」(12.4%)， 「職務遂行(1972～19

74)」(11.7%)， 「昇進可能性(1974)」(10.7%)と

続 いている。 このことは， 当該社員た ちが入社後

3年 間 に直属上司 との間に確立す ることが出来た

交換関係 の水準が，入社3年 目そ してその後の入

社7年 目の本人たちのキ ャ リア結果を，非常に強

力かつ システ ィ'マテ ィ ックなかたちで規定 してい

た ことを意味す る。

 注 目すべきはその規定 力の大 きさである。先 に

も述べ た通 り，入社7年 目(1978年 度)の 係長へ の

昇進 において，垂直的交換は潜在能 力との相乗効

果 とと もに，14.4%の 独 自の説 明力を生み 出す こ

とが できた。加 えてこの値は，先行す る3つ の要

因の独 自の説 明力(12.6%)よ り大 きい。表9の

なか で， このよ うなRd2>RZと い う関係は，す

べ ての基準変数において見い出 されてい る
。すな

わ ち，組織内キ ャ リア発達に対 す る 「過程 要因」

の効果は 「先行要因」 のそれ よ り大 きい とい うこ

とであ る。 この結果 は，仮説① を最 も強 力な形 で

支持 す るものであ る。

 以上の検討を通して，キャリア発達の先行要因

(具体的には，出身大学，自己の潜在能力，最初の

配属先)が どのようなものであろ うとも，入社後

に各人が 日常の職務行動を通 じて上司との間にど

のような対人関係(交 換関係)を 形成するかが，

組織内キャリア発達にとってより重要な意味をも

つことが理解された。

 従来，企業は，採用時(境 界通過時)に は慎重

に人材を吟味する(有 名大学か ら潜在能力の高い

者を選別し，しかるべき部暑に配属する)が ，し

かし採用後のキャリア発達過程(入 社直後の各人

の役割獲得過程)に おいては，そのような人材に

対して特別な育成上の関心を示してこなかった。



しかるにわれおれの分析結果は，組織の人材育成

にとっては，先行要因の吟味もさることながら，

役割獲得過程を規定する要因(垂 直的交換)の 管

理の方がより重要であることを示唆している。仮

説①が支持されたとい うことは，以上のような実

践的意味と課題とが提示されたものと解されねば

ならないだろ う。

2. 垂直的交換と潜在能力との相互作用

  (VE×HP)の 効果

 第2仮 説(仮 説②)は ，垂直的交換と潜在能力と

の相乗効果に係るものであった。表9のVE×HP

変数に対応 した偏回帰係数(β)が ， この仮説②を

検討するための情報を与えてくれる。偏回帰係数

は，予想された通 り，すべてマイナスの方向での

値を示 している。特に，「昇進速度(1978)」 と「ボ

ーナス(1978)」 に対するVE×HPの 偏回帰係数

は統計的有意の水準(p<.01)に 達している。

 このことは，VEとHPが 同時にどんどん高ま

っていっても，それぞれ独 自の正の効果は両者の

相互作用によって差し引かれてしまい，結果とし

て高VE× 高HPの 組み合せによる効果があまり

期待できなくなる， という事情を物語っている。
一般的に言って，VEとHPの 結合の効果は，両

者の特定の組み合わせによって異なったものにな

るということである。そこで，VEとHPの 結合

のパターソを，具体的に検討してみることにしよ

う。

 VEとHPの 相乗効果 とは， VEの 水準に対応

してHPの 効果が異なって くることを意味してい

表10

 垂直的交換関係(VE)の 高低群別にみた
  「潜在能力」と 「基準変数」との相関

基鞭 数(全 体N=72)襲難 欝 両群

昇 進 の速 さ(1978)

給 与(1978)

ボ ー ナ ス(1978)

ボ ー ナ ス(1974)

昇 進 可 能性(1974)

職 務 遂 行

  (1972^一1974)

.294*

.075

.212

.217

.218

.268*

一
.067  .526**

一 .153  .099

一
.083  .400**

 .070 .308

 .123  .227

 .200  .29?

の 差

.593*

.252

.483*

.238

.104

.os7

*p<
.05， **p<.01
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る。すなわち，HPの 基準変数に対する効果はVE

の水準によって異なるだろ う，とい うのが相乗効

果の一般的考ax方 である。そこでこの考え方に基

づいて，HPと 基準変数との相関係数が，異なる

2つ のVE水 準(高VE群 と低VE群)ご とに別

々に算出された。その結果が表10に 示される。

 表10に よれぽ，上司との交換関係が 高い場合

(高VE群)， 潜在能力と基準変数は負ないしゼロ

の相関関係を持つことを示している。しかし交換

関係が低い場合(低VE群)， 両者の関係は強ま

り，潜在能力は基準変数と高い正の相関を示 して

いる。言いかえると，本人が直属上司との間に高

い垂直的交換関係を形成 している場合，本人の潜

在能力は基準変数 とは何の関係も示さない。すな

わち，交換関係が高い場合はその効果が優勢 とな

り，潜在能力が高いか低いかはキャリア結果Y'何

ら作用しない， ということである(こ の場合，本

人の潜在能力が高いことが何 らのメリットにもな

らず，逆にそれが低いことも何 らのデメリットに

もならない)。

 しかし，交換関係が低い場合，関係は逆転する。

すなわち，潜在能力は基準変数 と高い正の相関を

示すのである。交換関係が低い場合，一般的にキ

ャリア発達は阻害 され る。しかしこのような状況

でも， もし本人が高い潜在能力を有していれぽキ

ャリア結果は高い水準に達する， ということであ

る。言い方を変えれぽ，潜在能力は入社後の対人

的環境が低調な場合は じめて，その真の力を発揮

しキャリア発達に貢献する，とい うことである。

 では，垂直的交換関係も潜在能力もともに低い

場合はどうであろ うか。この場合，潜在能力が低

ければ低いほどキャリア発達は阻害されることに

な り，キャリア発達の結果は最悪となる。

 以上の議論をまとめると，垂直的交換 と潜在能

力の相互作用のあ りかたは代替的である，とい う

ことになる。すなわち，キャリア発達は，交換関

係が低い場合は潜在能力の高さによっ て代 替 さ

れ，逆に潜在能力が低い場合は垂直的交換の高さ

によって代替され，進展してい くものと解釈する

ことが出来る。 このような 代替関係は，図13⑬

(21頁)に モデルとして示されている。このモデル

の特徴は，キャリア発達にとっては，①個人特性
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か環境要因のいずれか一方が十分に与えられれぽ

よく，②両者がともに高 くても，その加算効果は

ほとんど期待できない，③しかし両者がともに低

い場合，キャリア発達は最悪の状態 となる， とい

う点に要約できる。

 結 論 として，仮説②は支持 された。すなわ ち，

HPの 基準変数に対す る効果は， VEが 高 いか低

いかに よって異な り，両変数の間に代替的な相互

作用のパ ターソが存在 してい ることが確認 された

のであ る。 この相互作 用は，表9に よ れ ぽ，「昇

進速度(1978)」 と 「ボーナス(1978)」 にお いて顕著

である(そ れぞれ，p<.01， p< .05)。 この事実 と

呼応 して，表10に 示 し た 相関分析 の結果は，「昇

進(1978)」 と 「ボーナス(1978)」 に 関 し て，VE

が 低い場合HPと の相関は有意 に高 い正 の値 とな

る(Y=・526とr=.400)が ，逆 にVEが 高 い場合

は低 い マイナスの値 とな る(y=一.067とYｮ一

.083)こ とを 示 した。

 以 上の諸結果か ら，われわれの研究で捉え られ

た限 りにおいて， 潜在能力の機能 とは， “苦境を

克服す る力” と定 義す ることが出来るであろ う。

なぜ な ら，HPが 効果 を発揮 する状 況 とは，垂直

的交換 関係の水準 が低 く上 司 との対人関係が制限

され， この側面か らのキャ リア発達 の展開が期待

できない場面にほかな らないか らであ る。 このよ

うな状況では，本人に どれだけの力(潜 在能力)

が あ るかが，キ ャ リア発 達の きめ手 とな ってい る

と考 え られ る。 ところが先 に も述べ た ように，垂

直的交換関 係の水準 が高 い場合， キ ャリア発達は

そ の強 い正 の効果に よって推進 され，潜在能力が

高いか低いかは基準変数に対 して何 らの影響力 も

持 ち得ない ことにな る。 しか し， この よ うなVE

×HPの 効 果は，われわれのデ ータにおいては
，

1978年 度 の昇進速 度 とボーナスの2変 数 に対 して

のみ生 じてお り， 他の基準変数 にお いてはそれほ

ど顕著 には確認 され なか った。

3・ 最初の配属先(FJ)と 出身大学(UR)の

  効果

 表9に 戻 って，偏回帰係数の動きをもう少し詳

しく検討してみ よう。

  まず最初の配属先(FJ)で あるが，この変数は

1978年 度の昇進速 度 と月 額 給 与 に 対し，有意

(p<.05)に 高い貢献度を示 している。すなわち，

新入社員が最初の配属先として，大支店の売場の

仕事に携わる機会が与xら れた場合，それ以外の

場合 と比べ，入社7年 後の係長ポス トへの昇進と

給与おいて顕著に有利な結果 となる，ということ

である。同様なFJの 影響力は，1978年 度のボー

ナスに対しても見い出される。しかし1972年 度～

1974年 度の基準変数に対しては，FJに 明確な影

響力は存在 していない。

 以上の結果か ら，当該組織で “成功する”ため

には “大型店での売場の仕事”を経験することが

必要であるとする社員たちの信念(仮 説)は ，長

い目でみる限 り(少 なくとも入社7年 目の結果で

は)，かな りの妥当性を 有していると言えよう。
しかし短期的(最 初の3年 間の)局 面では，この

ような“配属先効果”は何 ら見い出されなかった。

 さて，出身大学(UR)で あるが，表9の 結果で

は予想に反し，偏回帰係数はすべてマイナスの方

向となっている。すなわち他の変数の効果をコン

トロール(partial out)し た場合， 出身 大 学 の

効果は基本的にはゼロか，悪くするとマイナスと

いうことである。相関分析(表5)の 結果では，

出身大学は基準変数と弱いなが らも一貫した正の

相関を有していることが示された。しかしこの相

関は “見かけ上”(spurious)の ものであ り，他の

変数の影響によって創 り出されたものである， と

考えねばなるまい。他の変数 とは，言 うまでもな

く潜在能力や垂直的交換である。表5に おいて，

これ ら2変 数は基準変数 と一貫して高い正の相関

を示している。と同時に出身大学(UR)と もそれ

ぞれ.32，.23と 有意な関係を持っている。この

ことから，出身大学変数は，潜在能力や垂直的交

換を媒介として，基準変数：とゆるい正の相関関係

を形成 しているものと考えられる。しかし後2者

の影響力を取 り除 くと，出身大学変数自体は基準

変数に対し， どちらか といえばマイナスの効果し

か持たないとい うことである。

 先にも指摘した通 り，出身大学の効果は潜在能

力や垂直的交換 といった，キャリア発達の 「条件」

に対 しては顕著なものがあるが，キャリア発達の



「結果」に対 しては 何ら直接的な影響力を持って

いない。 一方，Pucik&Hanada(1981，1982)

は，大手の民間企業において，出身大学が20年後

の地位や給与水準を決定する有力な要因となって

いることを見い出している。 しかし彼 らの研究に

おいては，独立変数は「出身大学ランク」と 「配属

経験」の2つ だけに限 られている。したがってわ

れわれの研究のように，社員本人の能力や上司と

の対人関係といったキャリア発達の過程要因を加

えた場合，それでもなお出身大学が有力な説明変

数 として残 り得るかどうかは，まった くの未知数

と言わねばならない。また，出身大学の効果は，

組織の規模やタイプ(伝 統的か進歩的か，実力主

義の風土がどれだけあるかなど)に よって，異な

ったものとなるかも知れない。今後さらなる綿密

な研究が必要であろう。

 なお表9お いて，URを 除く独立変数の効果は，

入社7年 目(1978年 度)の キャリア結果に対して

は強力に作用しているが，入社3年 目(1972年 度

～1974年 度)の 結果に対してはあまり顕著ではな

いことが見てとれる。このことは，FJ ， HP， VE

といった要因がその効果を発揮するためには，あ

る一定の時間の経過が必要，とい うことを意味す

るのかも知れない。もしそ うであれぽ，キャリア

発達の各規定要因と，それらの効果が顕在化する

ために必要な時間的経過(期 間)に ついて，今後

さらに詳しい研究が必要となろう。

 4. 「入社後初期3年 間」の持つ意味

 第3仮 説(仮 説③)は ，特定のキャリア結果の

予測に係るものではなく，図14(31頁)と して示

したキャリア発達過程研究のためのモデルが，経

験的データに照してどれほどの意味を持ち得るの

かを吟味することに向けられていた。言いかえれ

ば，図14に示 した5つ の独立変数の結合(UR， FJ，

HP， VE， VE×HP)か ら，組織内キャリア発達の

結果がどれだけ十分に説明されたかを確認するこ

とである。

 そこでまず，表9のRZ2の 値に着目すると，5

つの独立変数の結合は入社3年 目および7年 目の

すべてのキャリア結果を，統計的に有意な水準で

予測していることがわかる。決定係数(R2)の 値で
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言えぽ，.151か ら270の 範 囲の説 明力 とい うこ

とにな る。 しか し 言 うまでもな く，Rzの 大 きさ

は，サ ンプル数 と独立変数 の数 との関数 である。

すなわち，一定 のサ ソプル数 の もとでは独立変数

が多 くなればな るほ どR2の 値 も大 き くなる関係

がある。 それ故，独立変数 の増 加(す なわ ち 自由

度の減少)に 起 因す るR2の 増大分 を差 し引いた

自由度 調整済 みのRZ(奥 野 ほか，1971)の 値 が求

め られ，それ が表9の カッコ内に示 され ている。

結果をみる と，自由度調整後で もRZの 値は.090

か ら.214の 範 囲で分布 し，依然 として高 い説 明

力を保持 している ことがわ かる。

 しか しす でに検討 した通 りで， この高い説 明力

は， いわゆ るキャ リア発達 の先行要因(UR， FJ，

HP)か ら生れているので は な く，主 として入社

後 のキャ リア発達過程そ のものに直接関係す る要

因(す なわち，VEお よびVE×HPと い った過程

要 因)か ら生み 出され てい る。表9で は この事実

は，VEとVE×HPの 作 り出す効果(Rd2)が ，

先行要因 の作 り出す効果(R、2)よ り，一貫 して大

きい ことか ら説 明された。 このことは一般的に重

要 と信 じられてい るキャ リア発達 の規定要因(出

身大学，本人 の能力，最初 の配属先)は ，現実に

はそれほ ど大 きな力を持たず，む しろ入社後 の本

人を取 りま く対人的環 境(特 に直属上 司 との関係)

の あ り方が，決定的な重要性を有 してい ることを

意味 してい る。 しか し，先 行要 因は入社後 の環境

要 因 との相互作 用を通 じてキ ャ リア発達 に強い影

響 を与 え る(例xぽVE×HPの 効 果)と い う点

では， その限 りにおいて，や は り重要 なキ ャ リア

発達 の規定要 因 として考慮 されね ぽなるまい。

 さて次に仮説④ として整理された，入社後3年

間の職務行動の質的水準の差が，入社7年 目のキ

ャリア結果をどれだけ説明するかについて検討し

よう。前章に述べたごとく，ここでの問題関心は，
“石の上にも3年 ”とか

，“最初の3年 間が勝負”

といった，組織内キャリア発達に関する通俗的な

仮説を，より厳密に検討することにある。

 「入社後3年 間の職務行動の質的水準の差」を

示す 指標 として 「昇進可能性(1974)」 と 「職務

遂行(1972～1974)」 の2つ が 用いられた。前者
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     表11 階層的方法に基づく重回帰分析の結果 ：第2ス テ ップと第3ス テ ップの比較

        _第2栖 塑 ～髄 壷 弯数こ糴 義瀛 姦㌦『 一
従 属 変 数            }昇進一磯 務 『 RZz Rsa出身大学蠡鰕 灘 能力貔1相 乗飆

(UR) (F7) (HP)

昇 進 の速 さ (1978) 一.10

給 与 (1978)

               可 能 性       (VE)(VE
xHP) (P I)

.20*   1.51**  1.72*  一2.26*     .23*

.03   .28*    .49    .74 .87

ボ ー ナ ス(1978) 一.01 .18 1.33* 1.61*一2.11*

*p<
.05， **p<.01

(注)：1.

  2.

  3.

遂 行(J
P)

.29*

Rdz

.36*  .07

.38**   .11

.270**  .445**  .175**
(.214)  (.384)

.157*   .297**  .140**
(.093)  (.220)

.198*   .368**  .170**
(.137)  (.299)

表中の数値は標準化された偏回帰係数(β)を示す。

jZ22とjlsaはそれぞれ，第2ス テップと第3ス テップで得られた決定係数を意味する。また， Rd2=R32-jl2z。
カッコ内の数値は自由度調整済みの決定係数を示す。

(PI)は ，3年 目の下半期に会社 側が多面観 察の方

法 に よって評価 した各人 の管理能 力の総合指標 で

あ り，後者(JP)』 は ，われわれ研究者側が用意 し

た質問紙を通 して直属上司に よ り評定 された社 員

各人の3年 間の職務遂行の平均 であ る。

 分 析は，表9に 結果 を示 した第2ス テ ップの重

回帰分析 に続 けて，これ らPIとJPの2変 数を追

加 した7変 数に よる重回帰分析 とい う形でな され

た。

 表11は ， この第3ス テ ップの重回帰分析の結果

を要約 した ものであ る。表11に お けるRz2は ，表

9の それ とまった く同一(第2ス テ ップでの5変

数に よる回帰式か ら得 られた決定 係数)で ある。

これに対 しRZ8は ， 第3ス テ ップの分析での決定

係数 である。 さ らに， 第3ス テ ップにお ける決定

係数 の増分がRd2(Rd2 R32-R22)と し て表 中に

示 され て いる。 このRd2の 大 きさは，入社 後3

年 間における職務遂行 の水準 と入社3年 目におけ

る昇進可能性 の程度 とが，それ独 自で，入社7年

目時点で の実際の昇進 ・ボーナス ・給与に対 して

与え ることが出来た ユニークな影響力の大 きさを

意味 してい る。

 表11に 明 らかな通 り，第3ス テ ップでの決定決

数(RZs)は ， すべ て1%水 準で有意 とな ってい る。

言 いかえれ ば，入社7年 目(1978年 度)の 昇進 ・ボ

ーナス ・給与 といった諸結果が キャ リア発達の先

向要 因(UR， FJ， HP)と 過 程要因(VE， VE×

HP)お よび 入社後3年 間に おけ る 職務遂行実績

(PI， JP)の 結 合 として，有意味な形で説明 された

ことになる。特 に，昇進 に関 し て は，全 分 散 の

44.5%と い う大 きな部分が上記7変 数か ら説明 さ

れた ことにな り， きわめて強力な予測が可能 とな

った。 これに続いて，ボ ーナス36.8%， 給 与29.7

%と い う高い説 明力が得 られている。 以上 の よう

な 高い決定係数の値は， “最 初の3年 間” のあ り

方が，そ の後(少 な くとも入社7年 目まで)の 新

入社員 のキャ リア発達に対 し，決定的な影響 力を

与えてい ることを如実に物語 るものである。

 表11に 示 され たRd2の 値 をみ ると，上記 のよ

うな決定 係数 の増大 は，第3ス テ ップ で のPIと

JPの2変 数 の導入か ら生み出 された もの であ る

ことが容易に理解 される。す なわち，入社後3年

間の職 務遂 行の良し悪 しは，他 の 要 因 と は独立

にそれ 自体 で，7年 目のキ ャ リア結果 を14%か ら

17.5%の 範 囲(い ずれ もp<.01)で 説 明す る力を

有 しているのである。 とい うことは，入社後3年

間の本人 の職務上 での実績それ 自体が(そ の実績

が生 まれ るため の先行要 因や過程要因は ど うであ

ろ うとも)入 社7年 目のキ ャ リア結 果を強力に規

定 してい る， とい うことであ る。

 表12は ，階 層的重回帰分 析におけ る3つ のステ

ップを通 じて 決定 係数(Rz)が どの ように変化 し

たかを表示 した ものである。す なわ ち表12は ，先

行要 因(UR， FJ， HP)， 過 程要 因(VE， VE×HP)，

入 社後3年 間 の実績(PI， JP)の そ れぞれ が 基 準

変数に対 して持つ独 自の説 明力 の大 きさを示 して

い る。表を見 ると，第2ス テ ップ，第3ス テ ップ

でのRzの 増大はすべ ての基準変数において有意
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表12 階層的方法に基づく重回帰分析の結果：各ステップでの決定係数の増分の変化

          それぞれのステップで追加された独立変数

基 準 変

昇 進 の 速 さ

給

数   第1ス テ。プ  第2ス テ。プ

     (UR， FJ， HP)  (VE， VExHP)

(1978)         .126*             .144**

与 (1978)

ボ ー ナ ス(1978)

.077

.074

第3ス テ ップ d”

CPI，1P)

.080**

.124**

.175**

.140**

.170**

.445**
(.384)

.297**
(.220)

.368**
(.299)

*p< .05， **p<.01

(注)：1.表 中 の数 字 は ， 各 ステ ップ で の 決定 係数 の値 の増 分 を示 して い る 。

  2.

    定 係数 に基 づ い たRdzの 値 を 示 す)。

Rdzは ，第1～ 第3ス テ ップでの増分を合計した値 となっている(カ ッコ内の数値は自由度調整済みの決

とな ってい る。特 に第3ス テ ップでの増大 は，第

2ス テ ップでの増 大 よ り大 きな値 を示 してお り，

ここにおいて も入社後3年 間の職 務遂行実績 の重

要性が示唆 されてい る。

 入 社後 の初期3年 間 の持つ意味 につ いて， も う

少 し突 っ込 んで検討 してみ よう。

 わ れわ れの分析 では， 入社後3年 間の新入社 員

の職 務経験 の質 は，第2ス テ ップと第3ス テ ップ

におけ る変数 に よって回帰方程 式の中へ取 り込 ま

れている。 とい うことは， これ らステ ップでの決

定係数 の増 分(Rd2¥を 合 計 すれ ぽ，入社後3年 間

の経験 が与える影 響力のすべ てが表現 され た こと

になろ う。 例えば 「昇進速度(1978)」 に 関 して，

第2ス テ ップ と第3ス テ ップそれぞれ での決定係

数 の 増分を 合計す ると.319と な る(表12を 参

照)。 同様 に 「給与(1978)」 で は.220， 「ボーナ

ス(1978)」 で は.294と い う値 になる。 これ らの

数値 は，7年 目のキ ャ リア発達結果 の20%か ら30

%強 が，入社3年 間 の本人 の職務経験 の質的相異

か ら説 明可能 であるこ とを意味 している。そ して

これ らの数値は， 出身大学(UR)， 最 初の 配属先

(FJ)， 本 人の潜在能力(HP)と い った キ ャ リア 発

達 の先行要 因全体が持つ説 明力に比べ， きわめて

大 きな値 であるとい うことが 出来 る。すなわ ち，

説 明可能 となった 全分散(R28)の うち， 昇進速

度，給与， ボーナ スにおい てそれぞれ，71.7%，

74.1%，79.8%の 分 散が，入社後3年 間の職務経

験 の質 の相異に起 因す るものとな ってい るのであ

る。

 最後に表11に 戻 り，第3ス テ ップでの偏回帰係

数の値について，2つ の点を指摘しておこう。

 第1は ，PIとJPは 基準変数に対し，ともにプ

ラスの貢献を示 していること。 しかし，貢献のし

方は，PI変 数において より一貫 して いるとい う

ことである。この変数は入社3年 目の下半期に会

社側によって実施された管理能力の多面観察評価

に基づいて構成されたものである。 これ に 対 し

JP変 数は，われわれ研究者側が 用意した 質問紙

を通 じて直属上司が行った社員各人(部 下)の 職

務遂行評価の3年 間の平均である。 このJP変 数

は，7年 目の昇進に対 してしか意味を持たなかっ

た。すなわち，会社内部の公式人事記録に基づいて

作成 された，キャリア発達 とより直接的に関係す

る指標(PI)は ，外部からの質問紙に基づいて作成

されたやや間接的な指標(JP)に 比べ，より強い
一貫 した説明力を有していたということである

。

 第2は ，表9と 表11の 偏回帰係数の値を比較す

れぽ明らかな如 く，第3ス テップでのPIとJPの

追加は，残 りの5変 数の偏回帰係数の値と符号に

何 らの重大な影響も与えていないということ。と

いうことは，UR， FJ， HP， VE， VE× 且Pと い う

諸変数の影響力は，入社後初期3年 間の職務遂行

実績変数によっては置きかxる ことの出来ない，

かなり安定的で独立した，それな りの力として存

在しているとい うことである。

5. 「多面観察評価」の予測力

表11で の偏回帰係数の吟味を通して，会社側が
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表13 「昇進可能性」の高低に基づく比較(平 均値の差異)

基  準  変  数

昇 進 の 速 さ(1978)

給

ボ

ボ

ナ

J一  (1978)ユ

ス(1978)1

ナ ス(1974)1

職 務 遂 行(1972～1974)

垂 直 的 交 換(1972～1974)

潜 在 能 力

昇 進 可 能(1974)

Low群

(N=22)

 1.95

 (.79)

173.5

(11.9)

911.3

(76.5)

139.3

 (.93)

 44.4

 (3.7)

 30.0

 (4.2)

 48.7

 (6.A)

           全 体
Mid群   High群  (N=72)

(N=30)  (N=20)

 2.43
 (.63)

181.2
(3.8)

945.3
(57.4)

140.1
(1.09)

49.6
(4.?)

32.9
(s.z)

48.3
(8.3)

1単 位(千 円)*p< ，05，**p<.01

(注)：1. カ ッコ内 の 数 値 は 標 準 偏 差 を 示 す 。

  2.

    で，a：Low〈Mid， high；b：Iligh>Mid， Low；

    意 味す る。

 2.80
 (.41)

181.7
(o.s)

987.6
(41.3)

111.6
(1.36)

53.8
(3.2)

34.5
(5.6)

52.0
(7.0)

2.39
(.70)

179.0
(7.8)

946.6
(66.3)

140.3
(1.41)

49.2
(5.4)

32.4
(5.7)

49.4
(7.6)

F

2.91**a

9.9**a

8.4**b

21.2**a，

28.8'*a，c

3.?1*d

1.59

表中のFは ，Tukey法 に捷つく3群 間の平均値の比較の結果を示している。すなわち，1%水 準(p<.01)

                      C：High>Mid；d：High>Lowで あ ることを

入社3年 目(1974年 度)に 実施した多面観察評価

(佐野，1976； 佐野・槇田・関本，1970； 佐野・槇田

・若林，1980)に 基づいて構成された 「昇進可能

性」の指標が，当該社員たちの入社7年 目でのキ

ャリア発達の諸結果を説明するうえで，非常に重

要な独自の貢献をなしていることが指摘された。

すなわち入社3年 目時点での多面観察評価は当該

社員たちの組織内キャリア発達の分岐点 ともいえ

る，ある決定的局面をみごとに把えていた， とい

うことである。 ここでは， この事情をもう少し詳

しく検討 してみたい。

 表13を ご覧いただこう。ここでは，多面観察評

価に基づいて構成された昇進可能性指標上での得

点によって，当該社員たち72名 が，可能性Low

(22名)， 可能性Mid(30名)， 可能性High(20名)

の3群 に分割された。そして各群別に，キャリア

発達の全基準変数の平均 と標準偏差が求められ，

それに基づいて3群 間の比較が試みられた。なお

参考のため基準変数に加えて，潜在能力および垂

直的交換の2変 数についてもあわせ検討がなされ

た。表13の 結果は，以下の3点 に要約できよう。

 まず第1は ，入社3年 目の終 りに，多面観察に

より高い能力を有する と評 価 され た社 員 た ち

(High群)は ，それが中位い(Mid群)な い し低

い(Low群)と 評価 された社 員たちに比べ，入社

7年 目で有意に早い昇進，お よび高い給 与 とボ ー

ナ スとを獲得 してい る。具体的に給与についてみ

ると，Low群 は ， Midお よびHigh群 に比べ 約

8，000円 低 く，ボ ーナスではMid群 よ り34，000

円 ，High群 よ り約76，000円 も低 い。 また， ボー

ナスの場合，Mid群 とHigh群 の間に も有意な差

が見い出 され てい る。

 これ ら3群 間での昇進速度 の違 いにつ いては，

表14が よりわか りやす い結果 を示 している。 この

表14入 社3年 目(1974年 度)で の多面観察評価に

  基づく 「昇進可能性」と入社7年 目(1978年

  度)で の 「係長への昇進」との関係

昇儒 性 第¥進の繋
2(197騒 一 全 体

      グル ー プ グル ー プ グ ル ・一プ

High君 羊    16 (80)

Mid群   15(50)

Low群    6(27)

全 体37(51)

4(20) 0 (0)

13 (43)   2  (7)

9(41) 7(32)

26(36)

   20(100)

   30(100)

   22(100)

9(13) 72(100)

xz=17.6， df=4；p<.01

(注)： カ ッコ内 の 数 値 は 比 率(%)を 示 す 。



表 では，入社3年 目(1974年 度)の 多面 観察評価 に

基づ いた昇進可能性 と，そ の後 の入社7年 目(19

78年 度)で の実際の係長への昇進 との関係が分析

されてい る。表か ら明 ら か な 通 り，昇進可能性

High群 で は，20名 中80%が 最 も早 い時期 に係

長へ昇進 し，残 りの20%も 次 の決定 では すべ てが

係長 となってい る。結果 として，第3回 目の決定

(1978年 度 以後)へ と持 ち 越 さ れ た ケースは，

High群 で は皆無 とな ってい る。昇進可能性Mid

群 で も 同 様な傾向がみ られ るが，High群 の そ

れほ ど顕 著ではない。 これ に対 しLow群 で は，

22名 中わず か27%が 第1回 目に昇進 しただけで，

第2回 目でよ うや く41%が 係 長へ の 昇 進 を 達成

した。 しか し，32%は そ の年度 内での昇進 が見送

りとなっている。1978年 度 中に昇進が見送 りとな

った9名 中，実に7名(78%)ま でが昇進可能性

Low群 か ら生 じているのである。

 第2に は，入社3年 目時点での昇進可能性評価

は，入社7年 目時点の給与 ・ボーナス ・昇進 のみな

らず ，そ の評価 に先行す る時点(1972年 度 か ら1974

年 度)の キ ャ リア諸結果 とも有意味な関係を もっ

てい るとい う事 実であ る。具体的 には，1974年 度

下半 期のボ ーナスにおいて，昇進 可能 性High群

は，Mid群 に比べ1，300円 ， そ してLow群 に比

べ2，300円 高 い額 とな っている。統計的分析 の結

果は，Mid群 とHigh群 の 間に も有意 な差異 が

存在 しているこ とを示 してい る。

 同様な傾向は，入社後3年 間(1972年 度 ～1974

年 度)， 質問紙 に よって 把 え られた 職務遂行に関

して も見い出 されてい る。 ここで も，昇進可能性

High， Mid， Lowの3群 は，相互に有意に異な る

職務遂行得点を示 してい る。

 以 上の結果は， 入社3年 目時点 での多面 観察評

価が， それに先行する入社 時点 か らの社 員たちの

職 務行動 を，事後予測的(postdective)に 照 し出

す ことが出来た ことを意味 している。
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 第3に は，昇進可能性 と入社後3年 間での垂直

的交換 との関係が注 目されねぽならない。表か ら

明らかなごとく，昇進可能性の高低は，当該社員

たちが入社以来経験 してきた上司との交換関係の

水準 と密接な関係を有している。言いかえれば，

上司との高い垂直的交換の結果が，3年 後の高い

昇進可能性の評価へ とつながっているとい うこと

である。両者の関係は直接的ではな く，多分，職

務遂行を媒介として形成されるものではないかと

予想され る。す な わ ち 「垂直的交換→昇進可能

性」とい う直接的な関係ではな く，上司との良好

な交換関係が高い職務遂行を生み出し，この結果

が3年 後の高い昇進可能性の評価へ とつながって

いく (「垂直的 交換→ 職務遂行→ 昇進可能性」)

という関係である。上司との良好な交換関係それ

自体が，そのまま高い昇進可能性の評価につなが

っていくとは，まず考えられない。

 表13の 結果および表5の 相関分析の結果をよく

眺めると明らかなように，上記の因果関係の連鎖

(「垂直的交換→職務 遂行→昇進可能性」)に は，

入社時に評価された潜在能力は何らの関連 も有し

ていない。同様に，出身大学や最初の配属先とい

った先行要因も，ほとんど有意味な関係を示 して

いない。 とい うことは，入社3年 目時点で多面観

察評価によって把えられた昇進可能性の水準は，

先行要因によってはほとんど影響 されず， もっぱ

ら入社後の職務経験を通 じて社員本人により学習

され獲得されたものである， ということである。

 この事実は直属上司との交換関係を軸 とした，

入社後早い時期(初 ；期3年 間)で の職務経験の質

が，新入社員の管理能力の形成に とって決定的に

重要であ り，出身大学や本人の潜在能力はさした

る影響力を持たないとい うことを意味する。これ

は，組織内キャリア発達のメカニズムを理解する

上では非常に興味深い結果であると言える。
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1.研 究結果の要約

 本モノグラフに報告した研究の目的は，組織内

キャリア発達の統合的モデル(図14)の 予測的妥

当性 と実質的有用性を検討することにあった。

 図14に示された如 く，当該モデルにおいては，

キャリア発達の規定要因は時間的経過の軸にそっ

て位置づけられている。そしてこれ ら要因は，各

人の組織参入お よび組織境界の通過を規定すると

考えられる 厂先行要因」 と，組織の境界を通過後

に現実の職務活動を通 じて各人が 自己の役割を獲

得していく過程を規定すると考え られる 「過程要

因」の2つ に大別された。具体的には，先行要因

としては，①出身大学(UR)， ②各人の潜在能力

(HP)， お よび③最初の配属先(FJ)が 取 りあげ

られ，過程要因としては，①入社後の上司との垂直

的交換関係(VE)， および②VEとHPと の相乗

効果(VE×HP)が 取 りあげられた。そしてこれ

ら5要 因の組み合わせから，各人の組織内キャリ

ア発達の諸結果がどのような形で，どの程度説明

可能かが，主として階層的重回帰分析の手法を用

いて分析されたのである。分析の対象となったキ

ャリア発達の結果(基準)変 数には，①入社後3年

間の成果としての職務遂行(JP)， ②入社3年 目

時点でのボーナス，そして③多面観察評価に基づ

いた昇進可能性(PI)の3つ と，入社7年 目時点

での成果として①昇進速度(SP)， ②月額給与，

および③ボーナスの3つ ，合計6変 数が取 りあげ

られた。分析の諸結果は，以下の7つ に要約でき

よう。

 ① キャリア発達の結果を示す6つ の基準変数

の間には，キャリア発達の段階(入 社3年 目と7

年 目)の 違いにかかわ らず，相互に一貫 した有意

な相関関係があることが見い出された。一方，キ

ャリア発達の規定因としての予測変数の間には強

い相関は認められず，予測変数は基本的には相互

に独立した関係にあることが示された。

 予測変数 と基準(結 果)変数 との関係であるが，

垂直的交換(VE)と 潜在能力(HP)の2変 数は，

キャリア発達の諸結果(基準変数)と一貫 した正の

相関関係を有していることが見い出された。

 以上の相関分析(表5)で の諸結果は，入社後初

期7年 間における各人のキャリア発達は，一貫性

のある安定的なプロセスであ り，キャリア発達の

先行要因(特 に本人の潜在能力)や 過程要因(垂

直的交換関係)に 基づいて予測と説明が可能な過

程であることを意味していた。

 ② 組織内キャリア発達の統合的モデルの有効

性は3つ の仮説を検証していくとい う形で吟味さ

れた。

 まずはじめに，キャリア発達の諸 結果 は，UR

FJ， HPと いった先行要因よりも， VEお よびV

E×HPと い う現実の職務活動における状況的要

因(過 程要因)に より，より強 く規定されるとい

う主張(仮 説①)が 検討された。

 階層的重回帰分析の結果(表9)， 過程要因はキ

ャリア結果に対し非常に強力な規定力を有し，先

行諸要因全体の影響力を上回る効果を持つことが

明らかにされた。この強力な過程要因の効果は，

基本的には，垂直的交換(VE)変 数が持つ効果か

ら生み出されていることが確められた。

 ③VEとHPは 独自の相互作用(VE×HP)

を持ち，キャリア結果に対し負の相乗効果を持つ

ことが予想された(仮説②)。

 分析の結果は，VE×H：P変 数に対応する偏回

帰係数がすべてマイナスの方向を示し，仮説②も

支持されるかたちとなった。

 さらに，相乗効果のパターソを詳細に検討した

ところ(表10)，VEとHPは 相互に代替的関係に

あることが見い出された。すなわちキャリア発達

にとっては， 良好な上司との交換関係か，(そ れ

が良好でない場合は)本 人の高い潜在能力のいず

れかが必要であ り，両要因とも不在の場合，キャ

リア発達は阻害される。しかし両要因ともに恵ま

れたとしても，その加算的効果はあま り期待でき

ないとい うことである(図13⑧ を参照)。 以上のよ

うな独特の相乗効果が生ずる理由として，潜在能

力は組織内キャリア発達に対 し，もっぽら “苦境

を克服する力”として機能しているためではない

かと推測された。すなわち，組織の環境条件(こ こ



では垂直的交換関係)に 恵まれた場合は，本人に

潜在的な力があるかないかは，その人のキャリア

発達にとってあまり重要な要因とはならない。し

かし不幸にして環境条件が制限的であった場合，

キャリア発達にとって頼みの綱 となるのは，その

人の潜在能力，すなわち先行段階(入 社以前)で

形成された本人の実力， ということになる。

 以上が仮説②が支持される根拠 となった潜在能

力の機能であるが，キャリア発達に対する潜在能

力のこのような係わ り方は，Korman(1968)の 提

唱 した 厂一般的適合性」 としての潜在能力の解釈

とは異なるものである。われわれの分析からの結

論では，潜在能力の持つ機能は，どちらかと言え

ぽ 「部分的適合性」ないし 「補完的機能」とでも

特徴づけられる性質のものである。

 ④ 仮説③は特定の予測の確i認というよりは，

図14に示された5つ の独立変数の結合か ら， どれ

だけ効果的に組織内キャリア発達の諸結果を説明

することが出来るか，を検討することに向けられ

ていた。

 モデルに取 り込まれた5変 数を独立変数とした

重回帰分析の結果(表9)に よれば，決定係数(Rz)

の値は.151か ら.270の 範囲で分布し，すべて統計

的に有意な水準に達したのである。

 ⑤ 統 合的 モデルの持つ説 明力は，主 として，

潜在能 力(HP)， 垂 直的交換(VE)お よび両者 の

相乗効果(VE×HP)の3要 因 の持た らす貢献

か ら生み 出され ていることが強調 された。

 しか しなが ら，最初の配属先(FJ)も ， 予想 さ

れた通 り，一定の影響力をキ ャ リア発達結果(特

に7年 目の結果)の 上 に及ぼ していた事 実 も忘 れ

られてはな らない。すなわち， “大型店 での売場

の仕事 ”に配属される ことが当該 デパ ー ト組織 で

のキ ャ リア発達 に とって非常 に重要 であるとい う

信念 は，少 な くとも長期的 には(入 後社7年 目の

結果 の上 では)妥 当す ると考xて よい。

 これ に対 し出身大学(UR)は ， 従来の研究結果

(Pucik，1981；Pucik&Hanada，1982； 麻 生 ・

潮木，1977； 小 池 ・渡辺，1979)か らの予想に反

して，キ ャ リア発達に対 して何 らの効果 も持 って
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いないことが見 い出 され た。その理由として，

出身大学のいわゆる “名柄効果”はどちらかと言

えば間接的で，潜在能力や垂直的交換 といったキ

ャリア発達の 「条件」には影響を及ぼすが，キャ

リア発達の 厂結果そのもの」に対 しては直接的な

効果を持ち得ないことが示唆された。

 ⑥ 仮説④ として，人社後の最初の3年 間に達

成された職務業績の水準がその後のキャリア発達

を規定する力をどれだけ有しているか，が検討さ

れた。

 この問いに答える方法として，入社後3年 間の

職務遂行(JP)と 入社3年 目時点での昇進可能

性(PI)が ，第3ス テ ップとして回帰方程式に

導入された。その結果(表11)， これ らの変数は，

入社7年 目時点でのキャリア結果を14%か ら17.5

%の 範囲で説明する有力な要因となっていること

が明らか とな った。また，UR， FJ， HP，

VE， VE×HP， JP， およびPIの 全 変 数

(7つ)を 独立変数とした重回帰分析により，入社

7年 目での昇進 ・給与 ・ボーナスが約30%か ら45

%の 範囲で説明可能となることが確められた。す

なわち，“最初の3年 間が勝負” とい う考え方に

は非常に確かな根拠がある，とい うことである。
しかし， この最初の3年 間の効果は，結局，先行

要因，過程要因お よび職務業績要因という諸要因

の効果の積み重ねの上に，発達的に形成されてい

ることを忘れては な らないであろう(表12を 参

照)。

 ⑦ 昇進可能性の指標(PI)は ，入社3年 目に

会社側が実施した多面観察評価の結果に基づいて

構成されたものであるが，7年 目のキャリア発達

上の分化をきわめて効果的に予測 して い た(表

13)。 加えてPIは ，垂直的交換(VE)お よび職務

遂行(JP)と も密接な関係を有していることが見

い出された。

 以上の結果に基づき，キャリア発達のメカニズ
ムと し てVE→Jp→PI一>Career Outcomes

とい う因果的な連鎖の存在が示唆 された。重要な

点は， この因果の連鎖は先行諸要因の影響力には

左右されず，組織の境界通過後の職務環境との相
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互作用(直属上司との交換関係)を 引ぎ金として，

事後的に触発されてい く過程であるとい うことで

ある。ちなみに，上述の因果的プロセスに “一区

切 り”をつけるフィー ドバ ック施策として，入社

3年 目に各人のキャリア状況をモニターし，その

後の本人のキャリアの方向づけを検討していく，

いわゆる多面観察評価の考え方は，実証的データ

の上からもその有効性が一定に裏付けられたこと

になる。

II.研 究 結果 の持 つ意 味

 仮説①～③が支持される結果 とな った背後に

は，垂直的交換関係(VE)の 持つ強い影響力が一

貫して作用していた。しかし，入社後に 「本人(部

下)← 〉上司」間にとりかわされる垂直的交換の違

いが，どのようなメカニズムを通して，部下本人

のその後のキャリア発達に影響を及ぼすのかにつ

いては，これまで必ず しも十分な説明が与えられ

ていない。まず この点から論議 しよう。

 第1に ，潜在能力(HP)と はあくま で 個 人 の
“将来の可能性”であり

，その実現の た めには一

定の条件が必要であるのに対 し，垂直的交換(V

E)は 仕事における個人の動機 と行動 とを直接的

に方向づける力を有 していることが考えられねば

なるまい。われわれは，垂直的交換関係がキャリア

発達に対 して有す るこの 「動機づけ」「方向づけ」

の効果を以下の如くに把握する。すなわち，上司

との高い垂直的交換の形成は，キャリア発達にと

って重要な「組織の内包の境界」(inclusion boun-

dary)(Schein，1976)の 通過を容易にさせるもの

であると。内包の境界は，組織成員各人をして，

自己の所属する部署にとって中核的な仕事や計画

を他の周辺約なものか ら区別させる機能を果して

いる。したがって内包の境界通過の経験は，成員

各人に， 自己の仕事や役割を部署全体の目標を成

功裏に達成することに向けて不可決な要素として

位置づける契機を与えることになる。

 高い垂直的交換関係のもとでは，部下本人は，

彼の上司から仕事に 対 す る高い期待，支持と援

助，柔軟性，役割上での自由度，権限の委譲とい

った職務遂行にとって必要な諸種の資源(resour・

ces)を 獲得することが出来る。そ れ故，高 い垂

直的交換関係のもとでは，部下本人の職務行動は

それだけ高い レベルの成果を生み出すことが期待

できる。そしてもし期待通 りの業績が達成されれ

ば，その結果は上司にフィードバ ックされ，次の

サイクルとして，また高水準の垂直的交換が展開

されることになる。この過程を通じて，本人のキ

ャリア発達に対する動機づけも高まっていく。

 良好な垂直的交換関係のもとでは，本人の 「仕

事：目標」および 「達成の基準」は， より高度なも

のとして設定され よう。高い目標はそれへの 「挑

戦意欲」を生み，動機づけが高まる。そして本人

の 厂達成努力」に加え，上司からの支持と援助は

「目標達成」をより確実ならしめる。このような

職務における成功経 験 は，「自信」や 厂自尊心」

を高め，本人をして次のより高い目標へと向わし

める。すなわち，厂高い目標設定」→ 「挑戦意欲」

→ 厂達成努力」→ 「目標達成」→ 厂自信」→ 「よ

り高い目標設定」・→……，とい う・一連の過程が，

入社直後の上司との高い垂直的交換を媒介として

生み出されてい くものと予想されるのである。し

かし逆に上司との垂直的交換が制限される場合，

この過程は活性化せず，キャリア発達は生彩を欠

く結果となる。

 垂直的交換変数が他のどの変数 よりもキャリア

結果の予測を効果的になし得た理由は， この指標

が上述のような一連のキャリア発達の動機づけ過

程を的確に捉えることが出来たためであると考え

られ る。

 ところで，以上の解釈はHallら(Hall&Fos。

ter，1977； 且a11& Nougaim，1968)の 指 摘し

た 厂組織社会化」(organizational sOCializatiOn)

の過程そのものである，とも言えよう。すなわち，

垂直的交換が強い説明力を発揮することができた

理由として，観点を変えれば，この指標が当該新

入社員たちの組織社会化の過程をきわめて効果的

に捉えることが出来たため，と考え られるとい う

ことである。垂直的交換が他の先行諸要因からは

相対的に独立であ り，仕事についた後そこでの上

司との対人関係として，まった く新たに展開され

てい く過程であったことを考えると，このことは

十分納得がい く。



 今後のキャリア発達研究にとって，過程要因と

して垂直的交換の他にどのような変数が存在し，

それらがキャリア発達結果に対 しどのような影響

を与えているかを解明していくことが重要な課題

となろ う。

 次に，本研究の結果がわが国産業組織における

人材育成にとって持つ意味，について考えてみた

い。

 わが国の代表的企業は，原則として，すべて必

要な労働力を自社の内部で育成し活用することを

実践してお り，外部の労働市場から完成された労

働力を必要に応じて取 り入れてい くとい う外部育

成型の人材活用は，最小限にしか行っていないこ

とがしばしぽ指摘されている(小池，1981)。 この

ことは個人の側からみれば，キャリア形成は特定

の 厂組織内」に限定 され，「組織間」移動に基づ く

キャリア形成の可能性が非常に未発達であること

を意味している。 このような基本的性格に加え，

従来か ら日本の内部育成型組織の特徴として，次

の5点 が指摘されてきた。すなわち，①採用 ：新

規学卒者中心で，中途採用者は条件が落ちる。職

種が未分化(せ いぜい性別，学歴別，文科一理科

別)で ，能力別 ・職種別の採用は原則 として 行 わ

ない。②育成 ：中核的労働力(特 に大卒男子)と し

て，長い期間をかけ “ゼネラリス ト”を育成 して

い く。そのため計画的な配置転換を行 う。③遅い

評価と昇進 ：必要な時がくるまで決定的評価を行

わず，その間に幅広い経験 と能力発揮のチャソス

を与える(Ouchi，1981)。 この期間は勤続年数に

基づく処遇を行 うが，しかしその後は厳しい実力

主義の段階 となるので，人材は将棋の駒型に分布

することになる(小池，1981)。 ④採用時から終身

雇用で，キャリア初期段階での相互選択(強 制的

離職， レイオフ，自発的離職)が 行われない。ま

た，これらの終身雇用労働者は，通常，調整可能

な緩衝的労働力(パ ー ト・臨時 ・嘱託など)に よ

って保護されている。⑤内部育成型組織に特有の

風土(culture)が 存在する。例えば，信頼感，緊

密な人間関係，集団責任(Ouchi 1981)や 共同生

活体意識(津 田，1981)な どである。

 以上の諸特徴がどの程度純粋に維持 で き るか
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は，企業環境(市 場，技術，行政)や 企業の規模

・業績 ・方針などのあり方によっ て 左 右 されよ

う。ちなみに，特徴①の中途採用に関 して みれ

ば，新規学卒者だけではな く，年間を通 じ必要な

人材の採用を行 う企業が増えつつあることは周知

の通 りである。また，特徴④の終身雇用制度につ

いては，キャリアの初期段階ではな く，中 ・後期

での日本的な 「組織による選別」(“肩たたき”，希

望退職制，出向，“窓際族化”など)が いろいろ行

われ，終身雇用労働力の調整可能性が打診されて

いるのが現状であると言えよう。特徴の⑤に関し

ては，わが国企業の管理職の中心的価値意識は，

相互信頼や人間関係中心 というよりも，創造性 ・

技術 ・能力 ・達成 ・組織効果性 ・利潤極大にある

という指摘(Whitely&England，1977)や ， 日

本の労働者のコミットメソトや忠誠心は，他国の

労働者のそれ と比べて必ずしも高 くないとい う事

実が明らかにされてお り，それ らをどのように取

り込むかが今後問題とされねばな ら な い であろ

う。

 しかし問題の焦点は，なんといっても特徴②の

ゼネラリス ト育成志向と特徴③の遅い評価と昇進

とい う点にある。

 まずゼネラリス ト志向であるが，わが国の公式

的組織においてはスペシャリス トではなくゼネラ

リス トこそが真の価値ある人材であり，定期的な

配置転換 とOJT中 心の教育によってこれを育成

することが教育訓練の最終 目的と考える傾向が依

然 として根強 く残って い る。“キャリア組”とか
“ノソキ

ャリア ・ポジショソ”などの 表現にも，

このようなゼネラリス ト志向が読みとれる。わが

国企業組織がOJTを 教育訓練の要 と考 え る点

で，どこの国の企業よりもきわだっているとい う

ことに関しては，異論がない ので あ ろ う。内部

育成型組織では，仕事を変わ ることはそれだけ多

くのOJTの 機会をもつことを意味し，ローテー・

ショソや配置転換のもつ教育訓練効果が重要視さ

れる(Drucker，1971)。 頻繁な水平的移動 は，組

織内の人間関係 と意思疎通を促進させる。しかし

逆に，頻繁な異動の結果，OJTを 通 じての学習

が無秩序な表層的知識の集績に終ってしまう危険

性が十分にある。したがって日本的なゼネラリス
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ト・アプロ・一チは，組織内の人間関係(人 と人と

のつなが り)や 意思疎通の効率化を促進する一方

で，職務における人びとの学習を非専門的 レベル

に押し留めてしまう逆機能を持っているものと考

えることが出来る。

 本研究においては，キャリア発達とゼネラリス

ト志向との関係は，直接検討することが出来なか

った。しかし，最初の配属先(FJ)と して“大型

店での売場の仕事”につくことが，7年 後の給与

や昇進達成の上で，重要な要因であることが実証

的に明らかにされた。 この事実は，百貨店組織で

のキャリア発達にとっては，ゼネラ リス トたる以

前にまず，ある一定領域(特 定商品群を中心とし

た売場)で 自己の専門性を確立することが，重要

な要件の一つとなっていることを示唆するもので

ある。同様に俵(1980)は ，大企業の部課長クラス

を対象にした調査において，10人 中6人 までが複

数の関連分野で高度の専門的知識を修得した，い

わゆる “マルチ専門型”のキャリア ・パターソの

持ち主であったと報告している。ちなみに残 りの

管理者は，広い知識や経験はあるがいずれも浅 く

これといった専門のない “非専門型”か，その逆

で一つの分野だけに専門化し守備範囲のごく狭い
“ユニ専門型”のいずれかであ

ったとい う。また，

Pucik&Hanada(1981，1982)の 研究 に おいて

も，無関連に多くの部署を経験するのではなく，

複数の異なった部門を経験しつつ も一定の専門領

域に留まっている場合(一 貫性を持った部門間異

動の場合)に ，より高度なキャリア発達が可能と

なることが見い出されている。以上の結果は，一

般に信 じられているようないわゆるゼネラリス ト

の育成ではな く，複合的専門性の確立こそが，組

織内キャリア発達にとっての真の課題であること

を示唆するものである。

 次に，遅い評価と昇進とい うわが国産業組織に

おけるキャリア発達の特徴であるが，本研究の結

果はこの点についても多 くの疑問をなげかけてい

る。われわれの研究では，入社後の最初の3年 間

で新入社員たちがどのような職務経験 を し た か

が，その後の彼らの組織内キャリア発 達 の成 果

をきわめて強力に規定 していることが見い出され

た。 このことは，わが国組織におけるキャリア発

達が，遅い評価 と昇進を特徴 とす るよ りは，む し

ろ早期分化(early differentiation)Vこ 基 づ い て

進め られてお り，長期間評価を下 す ことを控えゆ

っ くりとゼ ネラ リス トを育成す るシステ ムとはか

な り異質の ものであ ることを示唆 してい る。 同様

な結論は，先に紹 介 し たPucik&Hanada(19

81，1982)の 研 究において も見 い出され ている。

彼 らは， 出身大学 の ランク，職 務の専 門性，お よ

び経験部 門数 が，入社20年 後 の人び との給与水準

を どの ように規定 しているかにつ いて分析 を行 っ

た。 その結果，高 ラソク大学 の出身者 で一定 の専

門分野 を持 ちつつ複数 の部 門の経験 を有す るこ と

が， キャ リア発達に とって非常に重要であ ること

が見い出 された。加えて，彼 らの研究は本研究 と

同様，入社20年 後のキ ャ リア結果が早期分化(入

社5，6年 目での最初 の分化)の 延 長線の上 で展開

されてい ることを明 らかに してい る。

 組 織内キ ャ リア発達の初期ステー ジの重要 性に

ついては，Hallら(1966，1968)は きわ めて 明確

に 厂一 年 目臨界期説」(the critical first year)

を 唱 えてい る。現に本モ ノグラフの第1章 に要 約

した よ うに，わ れわれの1972年 度 ～1974年 度(入

社 後3年 間)の 追跡 調査 において も，入社後1年

目での直属上 司 との垂直的交換 関係のあ り方 が，

2年 目お よび3年 目のキ ャ リア結果 に有意 な影響

力を与 えているこ とが見 い出され ていた。われわ

れ の分析結果(第1章 を参照)を 総合す る と，わ が

国産業組織 にお いても，少 な くとも ミドル ・マネ

ジメソ トの レベルまでのキャ リア発達は，だいた

い入社3年 目までの時点 での 「最初 の分化」を下

敷 きとして，そ の延長線上に展開 され てい るもの

と 考 え ら れ る。ただ し， この最初の分化は，現

実問題 としては，公式的な地 位ない し身分上の分

化 として明確に認知 され るには早過 ぎる性質の も

のであ る。非公式で水面下での動 きではあ るが，

いずれに しろ， この よ うな早期分化の傾向は，わ

が国産業組織におけ るキ ャ リア発達において も明

瞭に存在 してい るもの とみて よいだろ う。

 結論 として次の2点 が指摘 されねばなるまい。

 第1は ，わが国産業組織における今後の人材育

成上の課題 として，非 専 門 ゼネラリス トではな



く，複合的専門能力に裏打 ちされた真の意味での

：専門職(ス ペ シャ リス トとい うよ りは プロフェ ッ

シ ョナル)を ， どの よ うに して育て上げてい くか

とい う点であ る。われわれの研究をは じめ多 くの

研究が，一定の専門領域内で初期 ・中期のキ ャ リ

ア目標を設定 しつつ専門性の拡充 と高度化を図 っ

てい くことが，その後 のキ ャ リア発達 に とって決

定的に重要であ ることを示唆 してい る。

 今 後の企業経営においては，融 通無磯iな大量の

ゼ ネラ リス トではな く，長期 ・短期の企業戦略を

効果的に推進 し得 る，高度で複合的な専門能力を

持 った，比較 的少数 の プロフェ ッシ ョナルの活躍

に負 うところが増 々多 くな ることが予想 され る。

この よ うな事態 に対応 してい くために も，今後 企

業は戦略的人材育成 のためのキ ャ リア発達 システ

ム(career development system)の 開 発 を進 め

てい く必要があろ う。 この よ うな システ ムは， ま

ず もって，本研究で明 らかに され た 「最 初の配 属

先」「本人 の潜在能 力」「上 司との垂直的交換」とい

ったキ ャ リア発達 の規定要 因が十分 その効果 を発

揮で きるよ うに設 計 されね ばな らない。 加xて ，

高度な専門性確立 のための ローテ ーシ ョソ ・ル ー

トと，そのル ー トに従 ってキ ャ リア発達 を促進 せ

しめるための教育訓練体 系を必要 と す る であろ

う。

 第2は 早期分化に対す る対応 である。早期分化

は キ ャリア発達 の早期 のス テージで，将来 の発展

が きわめ て困難 と思われ る人び とが多数 出現 して

くる ことを意味 している。現在，ほ とん どの企業

では，分化の様相が決定的 とな った中 ・高年段階

でのみ対策が講 じられ てい るが，初期段階での組

織 と個人の相互選択 の可能性を も含め て， もっと

早い時期で の対応が考慮 され てもよいであ ろ う。

 わ が国産業組織においては，終身雇用制 の原則

を堅持す る限 り，早期分化へ の対応は強力な人材

再開発(redevelopment)な い しは再社会化(reso-

cialization)を 実 施す る以外 に道はな い と 思われ

る。 この ような早期 フ ォロー ・ア ップの施策は，

キ ャリア発達に対す る本人 の意欲や，職場で の周

囲の 目が冷え きって しまわない うちに実施 され る

必要があ る。本研究で も明 らか とな った よ うに，

上に述べた よ うな広い意味でのキ ャ リア発達の諸
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条件(規 定因)が ，その活発な機能を停止してし

まうのは，普通に考えられているよりもず っと早

い段階なのである。 この点の対策は， どの企業に

おいてもほとんど考えられていないのが現状で，

今後重要な課題とならざるを得ないであろう。

III.お わ りに一 研究 方法 論上 で の

   い くつか の 間題一 一

 本モノグラフを閉じるにあたって，われわれの

研究に含まれる方法論上の問題を検討 してお くべ

きであろ う。

 第1は ，潜在能力の測定に係る問題がある。わ

れわれの研究では，潜在能力の指標は会社が行 っ

た採用試験のデータに基づいて作成された。 しか

し他の研究，例xぽBrayら(1974)のAT&T

における研究では，採用決定後に研究者により大

規模なアセスメソト・セソターが試みられ，採用

決定者の潜在能力があらゆる角度 か ら測 定され

た。 このような本格的アセスメント・セソタ )，r

基づく潜在能力の測定に比べ ると，われわれの研

究でのそれは体系性に欠けると言 わ ざ るを得な

い。われわれの研究において，潜在能力変数(H

P)が ，キャリア発達諸結果の予測において垂直

的交換変数(VE)よ りかなり見劣 りがしたのは，

このような指標構i成上(測 定上)で の非体系性に一

部原因があるものと考xら れる。

 第2は ，いわゆる 「分 布の制限」(range rest-

riction)の 問題である。われわれの研究の対象と

なった新入社員たちは，一般的にみれぽ，いわゆ

る有名大企業に採用された優れた人材ぼか りであ

ったとい うことが出来よう。この意味で能力の上

か らはそれほどのバラツキがな く，分布が上限に

片寄ってしまってお り，この故に潜在能力変数の

真の効果(仮 に能力指標の上で十分な分布のバラ

ツキが与xら れた場合の同変数の説明力)を 明ら

かにすることが出来なかったことが懸念される。

同様な点は，出身大学指標(UR)に ついても指摘

できる。当該新入社員たちの出身大学は一流大学

に片寄っていた。もしいわゆる二流三流ないしは

それ以下の大学出身の学生も多 く入社を許されて

いたならば，出身大学変数の効果はもっと違った
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形になっていたかも知れない。

 潜在能力および出身大学の2変 数上での 厂分布

の制限」(上限に片寄った分布)が ，当該2変 数の

キャリア諸結果に対する説明力を弱いものにして

いることは十分考えられる。研究結果の解釈もこ

の点を十分考慮し，それなりの但し書きのもとで

なされる必要があろう。

 第3は ，いわゆる 「基準変数の汚染」(criterion

contamination)の 問題である。第1章 に おいて

述べた如 く，潜在能力の真の効果を 知 る た めに

は，能力測定結果の情報は秘密裏に保持されねば

ならない。さもないと，情報や噂が一人歩 きをし

結果(基準)変数のあ りようを歪めてしまう。 この

意味では，われわれの研究はこの問題か らはまぬ

がれていると言ってよい。とい うのは，採用試験

の結果は，秘密書類として人事課に保存され，本

人や上司には知らされなかったからである。

 しかし，入社3年 目での多面観察評 価 に つ い

ては事情は多少異なる。この評価結果は人事情報

として，その後の配置や異動 といった人事決定の

参考資料 として利用された。したがって，われわ

れの研究での昇進可能性変数(PI)の 説明力は，

3年 目に再評価された各人の能力の真の効果と，

上記のような人事決定の効果とが複合(confoun・

ding)し たものとなっている。このた め，「入社

3年 目での多面観察評価」の有効性は，本研究に

おいてはいまだ部分的検証に留まっていると考え

ざるを得ないのである。

 最後に，本研究の結果は，一つの特定組織にお

ける，ある特定世代のしかも大卒男子新入社員の

キャリア発達過程の記録でしかない。今後，組織を

変え，被調査者を変え，また追跡方法を変え，より

広い角度から，わが国組織においてどのような要

因が人び とのキャリア発達を規定しているのか，

一つ一つ実証的に明かにしていく必要があろう
。

 言 うまでもなく，この最後の方法 論 上 の 問題

は，特定研究結果の 「外的妥当性」ないし 「一般

化可能性」の問題にほかならない。この問題を解

決するためには，今まさに述べた如く，フィール

ド，サンプル，観点，方法，戦略をかえ，研究その

ものを力強 く実践していくことしかあ り得ない。
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